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第1章

序 論

1.1

我が国

いている。

の建替え

の整備や

都市部

しているが，

り，これに伴って

がある場合には，

下水位の上昇による液状化の危険度増加と

おいては

を要する。

が多い。このような場合，汚染を除去するにしても，封じ込めるにしても，汚染を拡散させることな

く地下工事を施工しなければならない。

の集合住宅建設工事

集合住宅の地下工事は根切り山留

の崩壊を防止するために仮設の構造物を設け，基礎や地下室を構築するため地盤を掘削する工事であ

る。山留めの

のためには

や既存住宅地の建替え事業では，既存建物の解体を伴うことが多く，地中部分の解体作業で地盤を乱

してしまうことや，基礎構造物の撤去後の埋戻しを場外からの搬入土で行うなどのため，地表付近の

章

論

はじめに

我が国では，2007

いている。そのため，

の建替え等で集合住宅のニーズが高

の整備や，高齢者の住みやすいコンパクトな街づくり等においても集合住宅の果たす役割は大きい。

都市部における集合住宅の建設工事

いるが，近接構造物の所有者・管理者が要求する許容変位等の条件は年々厳しいものとなってお

り，これに伴って地下工事の施工の難易度は

がある場合には，工事に起因する

下水位の上昇による液状化の危険度増加と

おいては地下水に係る

を要する。さらに，都市部における再開発事業では，工場跡地の

。このような場合，汚染を除去するにしても，封じ込めるにしても，汚染を拡散させることな

く地下工事を施工しなければならない。

集合住宅建設工事に着目し，地盤環境問題解決のための適用技術の提案を目指すものである。

集合住宅の地下工事は根切り山留

の崩壊を防止するために仮設の構造物を設け，基礎や地下室を構築するため地盤を掘削する工事であ

る。山留めの計画では，

のためにはボーリング調査結果等から

や既存住宅地の建替え事業では，既存建物の解体を伴うことが多く，地中部分の解体作業で地盤を乱

してしまうことや，基礎構造物の撤去後の埋戻しを場外からの搬入土で行うなどのため，地表付近の

2007 年を境に人口減少に転じ

そのため，新規に郊外に開発される住宅地は減少し，

等で集合住宅のニーズが高
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地盤は不均質な状態にある。したがって，構造物の基礎や山留めの設計ではこの不均質性に十分に配

慮したうえで，近接構造物の所有者・管理者の厳しい要求に対応しなければならない。また，地下水

の保全については，地下工事の際の過剰な揚水による井戸枯れや周辺地盤の沈下，締切り型の山留め

壁による水みちの遮断，山留めの施工による水質の悪化等について十分な検討が必要である。さらに，

建設予定地に地盤汚染が存在する場合には，掘削土の適切な処理・処置は言うまでもなく，山留めの

施工によって難透水層の損傷や遮水層としての機能を低下させ，地盤汚染を拡散させることはあって

はならない。仮設工事というコストと工期に厳しい制約がかけられるなか，これらすべてに配慮し，

地盤環境の保全を図らなければならないのが，最近の根切り山留め工事の技術課題と言える。

都市部における杭工事では，かつては既製杭の打込み工法による騒音・振動が問題となったが，最

近では，場所打ち杭工法などの低騒音・低振動型の杭工法が開発され，周辺住民の生活環境の保全が

図られている。これに代わり最近の都市部の杭工事では地盤汚染の拡散が問題となることが多い。都

市部における集合住宅の杭は，比較的軟弱な沖積層を貫通して支持層に到達させることが多いが，沖

積層に地盤汚染が存在する場合，杭の施工によって沖積層の汚染を下部の帯水層に拡散させる恐れが

ある。既往の研究（菊池ら，2012）によると，鋼管杭の中掘り工法であれば汚染の拡散防止に有効で

あり，環境省（2012）は，汚染の拡散を防止する杭の施工方法を示しているが，いずれも廃棄物や比

較的高濃度の人為汚染を対象とした対策工法であり，大幅なコストアップと工期の延伸となる。2009

年の土壌汚染対策法の改正では，自然由来による重金属等を含む土壌も法の対象となった。自然由来

の重金属等は低い濃度で広く分布するのが特徴であり，このような土壌に対して，廃棄物や人為汚染

を対象とした汚染の拡散防止対策を適用することは合理的とはいえず，自然由来の重金属等を含む土

壌に適した拡散防止対策技術の開発が急務である。特に集合住宅の杭工事においては，経済性に優れ

採用実績の最も多いアースドリル工法をベースとした自然由来の重金属等の拡散防止対策技術の開発

が望まれる。

本研究は，集合住宅建設工事における根切り山留め工事と杭工事を対象として，建設工事の実施に

伴う地盤環境問題の解決に有効な対策の提案を目的としている。根切り山留め工事の地盤対策では，

従来の山留め壁工法に比べて経済的かつ工期短縮が可能とされている『浅層改良土自立山留め工法』

について，現場実証試験と FEM 解析を用いてその設計手法の確立を目指す。この工法は，従来の山留

め壁工法と比較して，地下水流動の保全や地盤汚染サイトにおける底部遮水工の保護，軟弱地盤にお

ける変位抑制の点でも有効である。杭工事における地盤汚染対策では，自然由来の重金属等を含む地

盤における重金属等の拡散防止技術として，『重金属等の吸着機能を有する掘削安定液』に関する基礎

的検討を行なう。これは，アースドリル工法で用いる掘削安定液に重金属等の吸着機能を持たせるた

めの効率的な配合設計手法や施工管理手法を明らかにし，自然由来の重金属等を含む地盤を対象とし

た合理的な重金属等の拡散防止技術の確立を目指すものである。
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1.2 地盤環境問題

我が国では，1955 年以降の高度経済成長期における急速な都市化と経済発展の代償として，7 公害

（大気汚染，水質汚濁，土壌汚染，振動，騒音，悪臭，地盤沈下）が社会問題化した。その後 50 年以

上が経過し，今日では，環境保全の重要性が大きく叫ばれている。建設工事が環境に与える負荷は大

きく，その影響は避け得ないものであるから，工事においては周辺環境の保全と工事の効率化の両立

を目指すことが重要である。特に，およそすべての建設工事は地盤上あるいは地盤内部で実施される

ため「地盤環境」へ少なくない影響を及ぼす。したがって，地盤環境への負の影響をできる限り避け

るよう努力しなければならない。（嘉門ら，2010）

地盤環境にかかわる問題には，斜面崩壊や土石流，地すべり等の土砂災害のほか，豪雨時の河川堤

防決壊による洪水被害や地下水の過剰利用による地盤沈下現象，地震時の液状化，廃棄物最終処分場

から有害物質の漏えい，土壌・地下水汚染が含まれる（図 1-1）。また，建設工事において大量に発生

する廃棄物や発生土の処分問題，そして本論文が対象とする，建設工事の実施に伴う周辺地盤の沈下

と変形，地下水流動の阻害，および地盤汚染の拡散も重要な地盤環境問題である。建設工事の実施に

あたっては，このような地盤環境問題についての十分な配慮が強く求められる。

図 1-1 地盤環境問題（はじめて学ぶ土壌・地下水汚染，2010）

1.2.1 周辺地盤の沈下と変形

建設工事における周辺地盤の沈下と変形を考えるうえで，主として土のせん断特性に関連するもの

と，土の圧縮・圧密特性に関するものに分けられる。これらの主要な問題点を表 1-1 にまとめるが，

これら以外にも軟弱地盤上では工事用車両の交通荷重による沈下や周辺地盤への影響も考えられる

（嘉門ら，2007）。また，東京や大阪といった大都市には沖積層と呼ばれる軟弱な地層が広く分布して

おり，地盤の沈下や変形が発生しやすいうえに，都市における社会資本整備の高密度化から，既存構

造物に近接して地下工事を施工することになり，周辺地盤や周辺構造物に有意な損傷を与える可能性

は高い。さらに，掘削時の過剰な地下水揚水による周辺地盤の沈下事例も多く発生している。このよ
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うな厳しい条件のもとで地下工事が実施されている。特に，地下部分の作業空間を確保するための山

留め工事においては周辺地盤への影響をゼロにすることはできないが，限られたコストと工期の中で

これを最小限に抑え，既存構造物に有害な影響を与えてならない。FEM（有限要素法）による数値解

析を含めた事前の十分な山留め計画の検討と，計測管理のもと慎重な施工が求められる。

表 1-1 軟弱地盤における工事の主要な問題点（稲田，1971）

1.2.2 地下水流動阻害

地下水の流れがある地盤に地下構造物を建設すると，地下水の流れを変え，地下水位や地下水流動

量に影響を与える場合がある。この現象を地下水流動阻害と呼ぶ。図 1-2 に示すように，地下構造物

の建設により上流側では地下水位が上昇し下流側では地下水位が低下する。地下水位が上昇した場合

には，地震時の液状化危険度の増大，浮力増大による構造物の浮き上がり，汚染物質の拡散などの可

能性が考えられる。また，地下水位が低下した場合には，井戸枯れが顕著にあらわれる。さらに地下

水位の低下により，地盤中の間隙水圧が低下すると，これが有効応力の増加につながり地盤が圧縮変

形する。砂質地盤ではこの変形量は小さいが粘性土層では大きな圧密沈下が発生する可能性がある。

建物の沈下やインフラの破損，ネガティブフリクションによる杭の座屈など構造物への実害となる可

能性が高い事象である。地下水流動阻害対策としては，地下水が構造物を通過できるよう，地下部分

に通水施設を設けたり，地下水の流動を阻害する部分の土留め壁の撤去や，通水機能を持つ土留め壁

の適用などがあげられる（嘉門ら，2007）。
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図 1-2 地下水流動阻害により発生が想定される地盤環境変化（地盤工学会，2004）

特に酒造工場など水質上の理由で地下水を利用している地域，「名水」と称される井戸や湧水が存在

する場合などは，単に井戸の補償だけではすまされず，企業の死活問題や社会問題に発展する可能性

がある（澄川，2007）。1985 年に環境省が選定した「名水 100 選」のうち大阪周辺における「名水」の

位置を図 1-3 に示すが，「名水」は山間部だけではなく都市部にも存在することがわかる。このような

場合には，「開発」と「地下水の保全」の両立を実現させなければならない。具体的には，事前の地下

水調査による精度の高い予測のもと，合理的な地下工事計画と慎重な施工によって地下水の保全を図

らなければならない。

図 1-3 近畿地方の「名水」位置図（環境省選定名水百選，1985）
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1.2.3 地盤汚染

土壌汚染とは，土壌が人工有害物質で汚染されたり，有害重金属等が自然界の濃度レベルより有意

に高い状態にあることを指し，地下水汚染とは，地下水が人体や環境にとって有害な物質により汚染

されている状態，あるいは地下水を媒体として広がっている汚染を指す。土壌汚染と地下水汚染の両

方を含めて地盤汚染と呼ぶ（嘉門ら，2010）。地盤汚染の模式図を図 1-4 に示す。土壌汚染であるかど

うかの判断は，土壌環境基準あるいは土壌汚染対策法の溶出量基準・含有量基準によっている。環境

基準は，土壌から対象物質が溶出した地下水を 70 年間毎日飲み続けて，ある定められた確率（10 万人

に 1 人など）で発がんなどの症状が出る値として定められている（環境省，2008）。土壌汚染対策法に

基づく特定有害物質と地下水環境基準，土壌環境基準および含有量基準値を表 1.1 に示す。

図 1-4 地盤汚染の模式図（嘉門ら，2010）

我が国の土壌汚染の歴史は，鉱業起源によるものから始まり，足尾銅山による渡良瀬川流域の土壌

汚染（足尾銅山鉱毒事件），カドミウム鉱山による神通川流域の土壌汚染（イタイイタイ病）が有名で

ある。その後，事業所からの重金属汚染として，東京都江東区の六価クロム汚染が，千葉県君津市，

兵庫県太子町，熊本市，高槻市などで，有機塩素系化合物による地下水汚染事例が報告されている。

兵庫県太子町では 1983 年，トランジスタやブラウン管の製作工場において使用していたトリクロロ

エチレンの貯蔵タンクからの漏出とみられる地下水汚染が発覚した。地下水の汚染は下流側へ数 km に

わたって広がり，対策として発生源とみられる工場建屋周辺の汚染土壌が東西 9 m，南北 7~8 m，深さ

7 m にわたって撤去されたが，汚染域のトリクロロエチレンの濃度は当時の暫定基準を超えた状態にあ

ったと報告されている（藤縄，1990）。現在も地下水のモニタリングが継続されている。
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表 1-2 地下水・土壌環境基準，含有量基準にあげられている項目

地下水環境

基準

(mg/L)

土壌環境基準

（溶出基準）

(mg/L)

含有量基準

(mg/kg)

土壌汚染

対策法での分類

ジクロロメタン 0.02 0.02 －

第一種特定有害物質

（揮発性有機化合物）

四塩化炭素 0.002 0.002 －

1, 2－ジクロロメタン 0.004 0.004 －

1, 1－ジクロロエチレン 0.02 0.02 －

シス－1, 2－ジクロロエチレン 0.04 0.04 －

1, 1, 1－トリクロロエタン 1 1 －

1, 1, 2－トリクロロエタン 0.006 0.006 －

トリクロロエチレン 0.03 0.03 －

テトラクロロエチレン 0.01 0.01 －

ベンゼン 0.01 0.01 －

1, 3－ジクロロプロペン 0.002 0.002 －

カドミウム 0.01 0.01 150

第二種特定有害物質

（重金属等）

鉛 0.01 0.01 150

六価クロム 0.05 0.05 250

ヒ素 0.01 0.01 150

総水銀 0.0005 0.0005 15

アルキル水銀 ND ND －

セレン 0.01 0.01 150

フッ素 0.8 0.8 4,000

ホウ素 1 1 4,000

シアン ND ND 50(遊離シアン)

PCB ND ND －

第三種特定有害物質

（農薬等）

チラウム 0.006 0.006 －

シマジン 0.003 0.003 －

チオベンカルブ 0.02 0.02 －

有機りん － ND －

廃棄物不法投棄による土壌・地下水汚染としては，香川県豊島の汚染事例が有名である。1975 年か

ら約 16 年間に，鉛，PCB，ダイオキシン類などの有害物質を含んだ約 46 万 m3の廃棄物が豊島に不法

投棄され，廃棄物の下の地下水も鉛やベンゼンなどが水質環境基準を超えていることが明らかになっ

た（花嶋ら，1996）。投棄から 20 年以上経った現在も，原状回復を目指した廃棄物等の処理と地下水

浄化工事が進められている（豊島問題 HP ，2015）。

集合住宅建設にかかわる地盤汚染事例として，大阪アメニティーパークが有名である。大阪市北区

の製錬所跡地に地主と開発会社がマンションを建設し，重金属等による土壌汚染を顧客に知らせるこ

となく販売した。入居開始から 4 年半後，その土地では重金属等が土壌環境基準を超過していたこと
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を発表したが，地主と開発会社およびその幹部は 2005年大阪府警に書類送検され社長は引責辞任した。

マンション管理組合との間で，購入価格の 25％を補償するなど，金銭補償額は 75 億円とも言われてい

る。その後，国土交通省と東京都は 2006 年，地主，開発会社，施工業者など 5 社に対して宅地建物取

引業法による行政処分を下した（桐蔭横浜大学コンプライアンス研究センター，2006）。このほかにも

マンションに係る土壌汚染事件は多い。豊中市上新田のマンションでは 8 階まで建設が進んだマンシ

ョンが土壌汚染の発覚によって取り壊しとなった。大阪市此花区の高見フローラルタウンでは工事中

に重金属等による汚染が発覚し UR と住民との紛争に至っている（高杉，2004）。

これらのことから，地盤汚染に係る事業者は，いったん汚染した土壌や地下水を浄化し現状復旧す

るには長い時間と多大なコスト・エネルギーを要すること，きれいな土や地下水を取り戻すのは技術

的に難しいこと，さらに地盤汚染が企業のコンプライアンス上の重要課題であることを強く認識しな

ければならないことがわかる。

土壌汚染対策法

2003 年 2 月に土壌汚染対策法が施行された。この法律の本来の目的は，土壌汚染に伴う人の健康リ

スクの防止である。したがって対策措置としては汚染の除去と摂取経路の遮断の 2 つが基本である（勝

見，2012）。しかしながら，盛り土や封じ込めで十分なケースでも掘削除去が採用されるなど掘削除去

の偏重と，それに伴う汚染土壌の不適正処理による汚染拡散，ブラウンフィールドの発生などが問題

となっている。このことは中央環境審議会「今後の土壌汚染対策の在り方について（答申）」（平成 20 年

12 月 19 日）においても示されており，「最近の土壌汚染対策の傾向としては，健康被害が生じるおそ

れの有無にかかわらず掘削除去が選択され，掘削除去に比較して対策費用が安い盛土，封じ込め等の

措置が選択されることが少ないこと，掘削除去は汚染土壌の所在を不明にするおそれや搬出に伴い汚

染を拡散するおそれがあることが問題となっていることから，サイトの汚染状況に応じた合理的で適

切な対策を促進する。」とされている。

このような背景のもと，2009 年 4 月に改正土壌汚染対策法が改正された。この改正では従来の指定

区域に代えて，要措置区域と形質変更時要届出区域とに分類された。基準を超過した土壌・地下水は

存在するが，健康リスクはないと法律で認められた「形質変更時要届出区域」という土地が新たに追

加されたといえる。ところが，環境省による調査結果によると，改正法施行直後の平成 22 年度の要措

置区域および形質変更時要届出区域における措置については，掘削除去が 164 件中 133 件（81%）と平

成 21 年度までと同様に多く採用されている。法の趣旨に則り，人の健康被害が生じないように適切に

リスク管理しながら土壌汚染地の利活用を図ることのできる，安全かつ経済的な対策技術が望まれる。

汚染地や汚染地下水の対策が進まないことによって，都市や地域の開発・再開発がいたずらに断念さ

れ，産業活動の妨げとなったり我々の生活の質が低下したりすることは避けなければならない。
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自然由来の重金属等を含む土壌

我が国の大都市の発達する海岸平野は，特に縄文期に進入した内湾性の海域が，弥生期に後退し，

河川の三角州がそれに応じて前進することで陸化した沖積平野である。大阪平野も同様に，地表から

10~20 m までは厚さ約 10 m 前後の沖積粘土層（Ma13）が広く分布し，その上位には海浜から河川成の

砂層が覆い現在の平野表層を構成している。この沖積層には土壌環境基準値を超過して重金属等（ヒ

素，鉛，フッ素，ホウ素）が含まれることが知られている（KG-NET・関西圏地盤研究会，2007）。

2009 年の土壌汚染対策法の改正では，自然由来により重金属等を含む土壌も法の対象となり，自然

由来特例区域として区分されている。 図 1-5 は平成 23 年 5 月から平成 26 年 1 月までの 33 ヶ月間

で指定を受けた自然由来特例区域の件数とその面積を示しているが，件数，面積ともに増加傾向にあ

る。また，打木ら（2014）は，自然由来特例区域（平成 26 年 3 月現在）の所在地から，自然由来特例

区域は河川低地及び海岸低地の沖積層分布域に多く認められるとしている。

このことから自然由来特例区域は都市部で増えてきており，今後は都市部における建設工事で自然

由来の重金属等を含む地盤への対応が必要になると考えられる。自然由来の重金属等は，土壌環境基

準値を超過するものの低い濃度で万遍なく分布する特徴を持つ。このような自然由来の重金属等を含

む土壌に対して，過剰な対応をすることは，工事コストの大幅な増加につながるため，低濃度の自然

由来の重金属等を含む土壌に適した，経済的で必要最小限の効果が得られる工法・技術が求められて

いる。

図 1-5 自然由来特例区域の指定数(累計)の変化（打木ら，2014）
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1.3 集合住宅建設工事に伴う地盤環境問題の現状

1.1 で述べたように都心回帰現象や密集市街地の整備，コンパクトな街づくりを進める上で，都市部

における集合住宅のニーズが高まる一方で，都市部の集合住宅建設工事では，1.2 で述べた地盤環境問

題への十分な配慮が必要となる。特に，我が国の主要都市の多くは沖積層とよばれる軟弱な地盤上に

発達しており，地盤の変形や沈下が発生しやすい上に近接構造物が多く近接度も高い。このような厳

しい条件のもと，集合住宅の根切り山留め工事においては周辺地盤や近接構造物への影響を抑えなけ

ればならない。さらに民間事業の仮設工事として，経済性と安全性の両立が強く望まれるのが現状で

ある。

また，1.2.3 で述べたように，この沖積層には自然由来の重金属等が土壌環境基準値を超過して含ま

れることがある。2009 年の土壌汚染対策法の改正で，これまで対象外であった自然由来の重金属等が

法の対象となり，杭の施工において自然由来の重金属等を含む土壌への対応，すなわち重金属等の拡

散防止対策が必要となった。しかし，低い濃度で広く分布する自然由来の重金属等を含む土壌を対象

とした杭打設工法の開発は進んでいない。とりわけ，中高層集合住宅の基礎杭として経済優位性の高

い場所打ちコンクリート杭，中でもアースドリル式掘削工法をベースとした重金属等の拡散防止対策

技術の開発が望まれている。

1.4 研究目的

本研究では，『集合住宅建設事業における合理的な地盤対策技術に関する研究』と題し，集合住宅の

地下工事のうち，根切り山留め工事における地盤対策として「浅層改良土自立山留め工法の設計手法」

を，杭工事における地盤汚染対策として「重金属等の吸着機能を有する掘削安定液」について検討を

行った。前者は従来の山留め工法に比較して経済的で工期短縮が可能であるだけでなく，周辺地盤の

沈下・変形や地下水流動の保全にすぐれ，また汚染地盤においては底部遮水層の保護により地盤汚染

の拡散防止に有効な山留め工法である。後者は杭打設時の重金属等の拡散防止に有効であり，現在実

施されている地盤汚染の拡散防止工法に比べて極めて合理的である。

1.5 本論文の構成

本論文の構成を図 1-6 に示す。

第 1 章では，研究の全体像を示したのち，地盤の環境問題のうち特に建設工事の実施に伴う地盤環

境問題について概説し，本研究の目的と本論文の構成を示した。

第 2 章では，近年の集合住宅の立地動向を踏まえた集合住宅の地下工事の現状について述べる。ま

ず，都市部における根切り山留め工事の現状と課題について整理する。そして，中高層集合住宅の基

礎杭の概説と現行の地盤汚染の拡散防止工法，既往研究について整理した。



第 3 章では，

造した改良体を自立山留め壁として利用する工法の設計手法

処理工法を用いて築造した強度・剛性の低い改良体の強度のばらつきと強度特性を把握したのち，掘

削に伴う改良体の挙動ならびに内部応力の実測値と，有限要素法による解析値とを比較検証した。そ

の結果，有限要素法の適用により，改良体と周辺地盤の変位を考慮した設計が可能であり，改良体と

周辺地盤の剛性に応

第 4 章では，

安定液に重金属を吸着させ，汚染物質の拡散防止を図る工法について実験的に検討をおこなった。そ

の結果，アースドリル工法で用いる安定液は，鉛に対して高い吸着機能を有することが明らかになっ

た。また，安定液に吸着材を添加し適切な施工管理を行えば，ヒ素，フッ素，鉛に対して高い吸着機

能を持たせることが可能であり，自然由来程度の

重金属等

最後に第

設計に向けた本研究の反映

第 3 章

・浅層改良土自立山留め工法の設計における課題

・現場調査と有限要素法による検証解析

・有限要素法を用いた設計

章では，深さ

造した改良体を自立山留め壁として利用する工法の設計手法

処理工法を用いて築造した強度・剛性の低い改良体の強度のばらつきと強度特性を把握したのち，掘

削に伴う改良体の挙動ならびに内部応力の実測値と，有限要素法による解析値とを比較検証した。そ

の結果，有限要素法の適用により，改良体と周辺地盤の変位を考慮した設計が可能であり，改良体と

周辺地盤の剛性に応じた合理的な設計が可能であること

章では，土壌・地下水汚染の存在する地盤に杭を計画する場合

安定液に重金属を吸着させ，汚染物質の拡散防止を図る工法について実験的に検討をおこなった。そ

の結果，アースドリル工法で用いる安定液は，鉛に対して高い吸着機能を有することが明らかになっ

た。また，安定液に吸着材を添加し適切な施工管理を行えば，ヒ素，フッ素，鉛に対して高い吸着機

能を持たせることが可能であり，自然由来程度の

金属等の拡散防止対策となる可能性を示した。

最後に第 5 章では本研究により得られた成果を整理し，集合住宅建設における合理的な地盤

に向けた本研究の反映

章 浅層改良による自立山留め壁の挙動と設

計手法に関する考察

浅層改良土自立山留め工法の設計における課題

現場調査と有限要素法による検証解析

有限要素法を用いた設計

深さ 3～4 m の浅い根切りを想定し，トレンチャー式撹拌機など浅層混合処理工法で築

造した改良体を自立山留め壁として利用する工法の設計手法

処理工法を用いて築造した強度・剛性の低い改良体の強度のばらつきと強度特性を把握したのち，掘

削に伴う改良体の挙動ならびに内部応力の実測値と，有限要素法による解析値とを比較検証した。そ

の結果，有限要素法の適用により，改良体と周辺地盤の変位を考慮した設計が可能であり，改良体と
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減少し始めている（牧野，2015）。また，残された高齢者の間でも，居住している持ち家を離れ，都心

部のマンションや田舎で暮らしたい，あるいは高齢者向け住宅・施設に住み替えたいとのニーズが強

いと言われている（米山，2011）。大塚（2005）は，名古屋郊外における調査で，比較的戸建て志向の

強い郊外の中規模都市においても，集合住宅の供給次第では中心市街地居住が顕在化するとしている。

これらのことから，今後の集合住宅の立地動向としては，都市部（たとえば,東京 23 区内や大阪市内

など）における再開発事業や既存住宅，商業施設の集合住宅への建て替えが主流になると考えられる。

そして郊外（都市部に隣接した地域）においては，宅地造成事業をともなう新規戸建てや集合住宅の

分譲は減少し，その立地は中心市街地や駅周辺に移るものと考えられる。

2.2 集合住宅建設における地下工事の特性

集合住宅の地下部分の工事は，根切り山留め工事と杭工事に分けられる。杭とは，上部構造からの

荷重を地盤に伝えるために地盤中に設けられる柱状の構造部材である。我が国の主要都市は一般に沖

積層上に発達しているが，この沖積層は比較的軟弱なため，都市部における中高層の集合住宅では杭

を設けることが多い。杭工事の後，建物の地下部分や基礎を構築するために地盤を掘削することを根

切り工事，根切り工事の際に周囲の地盤の崩壊を防ぐ壁（山留め壁または土留め壁）を設置するのが

山留め（または土留め）工事である。

図 2-1 は国土交通省が発表した平成 27 年度の建設投資（見通し）の構成である。民間住宅建築が全

体の 31%で政府住宅建築は 1%となっている。ここで政府とは，公共事業および地方公営関係事業等を

指すものである。つまり，住宅建築工事は大半がいわゆる民間工事であり，公共工事の比率は小さい。

ここでは，本論文であつかう根切り山留め工事および杭工事に対する，民間工事と公共工事のとらえ

方の違いについて述べる。

図 2-2 平成27年度建設投資の構成
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がかかり地盤を緩めることなど，杭の品質が施工管理方法に大きく依存するため採用が避けられてき

したがって，土木分野ではより確実に孔壁の保護が可能なオールケーシ

主体の建築工事では経済原則に則り

拡底部分を含めた慎重な掘削など

根切り山留め工事と同様，杭工事においても合理的な設計施工

場所打ち杭の工法別施工実績（平井・山下，

40.7%

山留め壁は仮設構造物であり，建物の地下部分の構築のため一時的に設ける構造体で，完成後には

仮設工事は，その規模や重要度か

発注者が指定する指定仮設と，施工者判断に任せる任意仮設があるが，公共工事の場合，山留め壁や

一般に指定仮設となっている

。したがって，施工者は発注者の指定した山留め計画通りに施工するのが原則である。また，詳

細な土質調査によって，発注者が示した条件が現地と異なり，山留め計画の安全性等に問題が

可能である。

山留め工事を含む仮設工事は一般に任意仮設である。多くの場合，発注者から条

件を付されることや設計基準を提示されることは少ない。その点で施工者にとって設計・施工の自由

。企業努力や技術力の発揮のしどころである。しかしながら，

すると，材料費の割合が高い建築工事において，仮設工事費の圧縮が真っ先に求めら

工事の安全率は下げざるを得なくなり，低い安全率の中で安全性，

。経済性と安全性のはざまにあっての合理的な設計施工

のが，民間工事における根切り山留め工事の特徴である

工事と民間工事の違いが見られる。例えば大部分が公共

4 割である（

ル工法では，安定液の性状が杭の品質に大きく影響することや掘削用バケットを引き上げる際に負圧

がかかり地盤を緩めることなど，杭の品質が施工管理方法に大きく依存するため採用が避けられてき

したがって，土木分野ではより確実に孔壁の保護が可能なオールケーシ

主体の建築工事では経済原則に則り

拡底部分を含めた慎重な掘削など，厳格な

合理的な設計施工

（平井・山下，2010）

7.4%

51.8%

土木

アースドリル

リバース

オールケーシング

山留め壁は仮設構造物であり，建物の地下部分の構築のため一時的に設ける構造体で，完成後には

仮設工事は，その規模や重要度か

工事の場合，山留め壁や

一般に指定仮設となっている

。したがって，施工者は発注者の指定した山留め計画通りに施工するのが原則である。また，詳

細な土質調査によって，発注者が示した条件が現地と異なり，山留め計画の安全性等に問題が

山留め工事を含む仮設工事は一般に任意仮設である。多くの場合，発注者から条

件を付されることや設計基準を提示されることは少ない。その点で施工者にとって設計・施工の自由

。企業努力や技術力の発揮のしどころである。しかしながら，

すると，材料費の割合が高い建築工事において，仮設工事費の圧縮が真っ先に求めら

低い安全率の中で安全性，

。経済性と安全性のはざまにあっての合理的な設計施工

のが，民間工事における根切り山留め工事の特徴である

公共工事である

（図 2-3）。アースドリ

ル工法では，安定液の性状が杭の品質に大きく影響することや掘削用バケットを引き上げる際に負圧

がかかり地盤を緩めることなど，杭の品質が施工管理方法に大きく依存するため採用が避けられてき

したがって，土木分野ではより確実に孔壁の保護が可能なオールケーシ

主体の建築工事では経済原則に則り 8 割以上がアース

厳格な施工管理の適用が

合理的な設計施工という高い技術が

）

オールケーシング

山留め壁は仮設構造物であり，建物の地下部分の構築のため一時的に設ける構造体で，完成後には

仮設工事は，その規模や重要度から

工事の場合，山留め壁や

一般に指定仮設となっている（平岡，

。したがって，施工者は発注者の指定した山留め計画通りに施工するのが原則である。また，詳

細な土質調査によって，発注者が示した条件が現地と異なり，山留め計画の安全性等に問題が生じれ

山留め工事を含む仮設工事は一般に任意仮設である。多くの場合，発注者から条

件を付されることや設計基準を提示されることは少ない。その点で施工者にとって設計・施工の自由

。企業努力や技術力の発揮のしどころである。しかしながら，工事

すると，材料費の割合が高い建築工事において，仮設工事費の圧縮が真っ先に求めら

低い安全率の中で安全性，

。経済性と安全性のはざまにあっての合理的な設計施工

のが，民間工事における根切り山留め工事の特徴である（渡邊，

工事である土木分

。アースドリ

ル工法では，安定液の性状が杭の品質に大きく影響することや掘削用バケットを引き上げる際に負圧

がかかり地盤を緩めることなど，杭の品質が施工管理方法に大きく依存するため採用が避けられてき

したがって，土木分野ではより確実に孔壁の保護が可能なオールケーシ

割以上がアース

施工管理の適用が

という高い技術が求
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2.3 根切り山留め工事における地盤対策

2.3.1 掘削の規模および山留め工法の種類

図 2-4 に土木分野，建築分野を合わせた我が国の根切り山留め工事における，掘削深さ別の物件数

比率を示すが，掘削深さ 10 m 以下の物件数が全体の 94%を占め，掘削深さ 4 m 以下の物件数も約 40%

と多い。また，図 2-5 には，筆者が携わった（2011~2012 年の 2 年間）中高層集合住宅における山留め

壁の掘削深さ別の施工延長を示すが，中高層の集合住宅では高層ビルのように地下室を設けることは

少ないため，掘削深さは 3～4 m の場合が多く，掘削深さ 4 m 以下の施工延長は 90%を超える。中高層

の集合住宅の山留めは土木工事や高層ビル工事などに比較して浅いことが特徴と言える。掘削工法と

しては，作業性の良さとコスト面から図 2-6 に示す山留め壁オープンカット工法（自立掘削工法）を

採用することが多く，山留め壁の種類では，親杭横矢板壁，鋼矢板壁，ソイルセメント壁を採用する

ことが多い。表 2-1 に各工法の概念図とその概要と特徴を示す。

図 2-4 掘削深さと件数のパレート図（堀場・石塚，1992 に加筆）

図 2-5 掘削深さ別，山留め壁の施工延長（長谷工コーポレーション，筆者調べ）
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図 2-6 山留め壁オープンカット工法の概念図（日本建築学会，2009 に加筆）

表 2-1 山留め壁の種類と特徴（日本建築学会，2009 より一部抜粋）

壁
の
種
類
と
概
念
図

親杭横矢板壁 鋼矢板壁 ソイルセメント壁

概
要
と
特
徴

・Ｈ形鋼等の親杭を一定の間隔で

地中に打ち込み，掘削に伴って親

杭間に木材もしくはコンクリート

製の横矢板を挿入して築造する山

留め壁。

・根入れ部分については連続性が

なく受働抵抗面積が小さい。

・遮水性がないので地下水位の高

い地盤では地下水処理を併用する

必要がある。

・Ｕ形等の断面形状の鋼矢板を，

継手部を噛み合わせながら連続し

て地中に打ち込んで築造する山留

め壁。

・遮水性を有する。

・掘削底面以下の根入れ部分につ

いても連続性が保たれる。

・単軸あるいは多軸の掘削攪拌機

などを用いて原位置土とセメント

系懸濁液を混合攪拌した後に芯材

を挿入し，壁体を連続して築造す

る山留め壁。

・一般的には 60～80％の廃泥が発

生する。

・必要に応じて，ソイルセメント

部分のみを長く伸ばすことが可

能。

2.3.2 浅層改良地盤による自立山留め工法の優位性

浅層改良地盤による自立山留め工法（以下，浅層改良土自立山留め工法とする。）は，セメント系固

化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢

板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが 3

～4 m 程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている。ここでは，従来の山留め工法と比較し，浅層

改良土自立山留め工法の優位性について概説する。



1) 地盤汚染サイトにおける難透水層の保全

親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁によ

さの 2 倍程度の根入れを必要とする

適用する

位以下での汚染土壌の削孔作業によって

また，難

を乱すことなく圧入する場合

施工後に鋼矢板を引抜くと

あり，工事費は高額なものとなる。また鋼矢板が

親杭横矢板壁やソイルセメント壁の場合と同様に

一方で

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れ

法と言える

2) 鋭敏粘土の分布するエリアでの適用

東大阪平野には

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

大阪駅周辺や淀川区にも

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている

関西地質調査業協会

地盤汚染サイトにおける難透水層の保全

親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁によ

倍程度の根入れを必要とする

適用する場合，オーガー

位以下での汚染土壌の削孔作業によって

難透水層の一部削孔や貫通により

を乱すことなく圧入する場合

施工後に鋼矢板を引抜くと

工事費は高額なものとなる。また鋼矢板が

杭横矢板壁やソイルセメント壁の場合と同様に

一方で，浅層改良土自立山留め工法は根入れ

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れ

と言える（図 2-7）

鋭敏粘土の分布するエリアでの適用

東大阪平野には N

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

大阪駅周辺や淀川区にも

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている

西地質調査業協会，

地盤汚染サイトにおける難透水層の保全

親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁によ

倍程度の根入れを必要とする

オーガーによる削孔作業によって

位以下での汚染土壌の削孔作業によって

層の一部削孔や貫通により

を乱すことなく圧入する場合，汚染土層を貫通することによる影響は最も小さ

施工後に鋼矢板を引抜くと，その空隙を伝い汚染地下水が

工事費は高額なものとなる。また鋼矢板が

杭横矢板壁やソイルセメント壁の場合と同様に

，浅層改良土自立山留め工法は根入れ

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れ

）。

図 2-7 地盤汚染サイトでの浅層改良土自立山留め工法の適用例

鋭敏粘土の分布するエリアでの適用

N 値が 0 を示す極軟弱な鋭敏粘土が広く分布することは，従来より知られており，

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

大阪駅周辺や淀川区にも分布する

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている

，1987）。

地盤汚染サイトにおける難透水層の保全

親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁によ

倍程度の根入れを必要とする。土壌汚染の存在する

による削孔作業によって

位以下での汚染土壌の削孔作業によって，それまで生じていなかった地下水汚染の発生

層の一部削孔や貫通により，遮水性能が

汚染土層を貫通することによる影響は最も小さ

その空隙を伝い汚染地下水が

工事費は高額なものとなる。また鋼矢板が

杭横矢板壁やソイルセメント壁の場合と同様に

，浅層改良土自立山留め工法は根入れ

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れ

地盤汚染サイトでの浅層改良土自立山留め工法の適用例

鋭敏粘土の分布するエリアでの適用

を示す極軟弱な鋭敏粘土が広く分布することは，従来より知られており，

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

分布することがわかる

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている

改良体
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地盤汚染サイトにおける難透水層の保全 －地盤汚染対策－

親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来

汚染の存在する

による削孔作業によって，汚染土壌や汚染地下水の下方への拡散や

それまで生じていなかった地下水汚染の発生

遮水性能が低下

汚染土層を貫通することによる影響は最も小さ

その空隙を伝い汚染地下水が

工事費は高額なものとなる。また鋼矢板が難透水

杭横矢板壁やソイルセメント壁の場合と同様に難透水層

，浅層改良土自立山留め工法は根入れ部分を小さく（

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れ

地盤汚染サイトでの浅層改良土自立山留め工法の適用例

－軟弱地盤対策－

を示す極軟弱な鋭敏粘土が広く分布することは，従来より知られており，

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

ことがわかる。鋭敏粘土の分布する地域において

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている

難透水層

汚染土壌

－地盤汚染対策－

る従来の山留め壁

汚染の存在する地盤に親鋼横矢板壁やソイルセメント壁

汚染土壌や汚染地下水の下方への拡散や

それまで生じていなかった地下水汚染の発生

低下することも

汚染土層を貫通することによる影響は最も小さ

その空隙を伝い汚染地下水が水平方向に

難透水層の一部に達する場合や貫通する場合には

難透水層の遮水性能が

を小さく（0.5 m 程度）することができ，難透水層

の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れが少なく，地盤汚染サイトで有効な山留め工

地盤汚染サイトでの浅層改良土自立山留め工法の適用例

－軟弱地盤対策－

を示す極軟弱な鋭敏粘土が広く分布することは，従来より知られており，

この鋭敏粘土は建設工事において種々の思わぬ事故を誘発している。

下工事における事故発生個所を示す。大阪市の東区，鶴見区，東成区および東大阪市の北部

。鋭敏粘土の分布する地域において

杭や鋼矢板の打設による山留めの崩壊や異常変異である。これらの事故は粘土の鋭敏性と関連してお

り，鋼矢板などの打設時の地盤のみだれによる強度低下が原因とされている
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鋭敏粘土の分布（土質工学会
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2.3.3 浅層改良地盤による自立山留め工法の問題点

地盤条件や敷地条件にもよるが，浅層改良土自立山留め工法は在来の山留め工法に比べて低コスト

で工期短縮が可能である。また，前述したように，難透水層の保護による地盤汚染の拡散防止効果や，

軟弱地盤における周辺地盤の変状防止効果，地下水流動阻害の防止効果も期待できる。しかしながら，

浅層改良土自立山留め工法に関する既往研究は少なく，設計法について確立されているとは言えない。

理論的な裏付けなく経験的に施工されているのが現状である。

地盤改良体を自立山留めとして利用する場合，変位に関する情報が与えられないため，改良体およ

び周辺地盤の変位量の予測や，近接構造物への影響評価ができない。また，変位量の予測値が与えら

れない場合，施工中の計測管理が精度よくできないだけでなく，近接構造物を考慮した山留め，すな

わち近接山留めとして適用できない（青木，2015）。経験による施工が原因と思われる事故事例も報告

されており，浅層改良土自立山留め工法の設計・施工手法の早期確立が望まれる。

また，本工法は掘削深さが 3~4 m 程度であれば，中高層の集合住宅だけでなく，それ以外の建築工

事や土木工事にも適用可能である。2.3.1 で述べたように，掘削深さ 4 m 以下の物件の占める割合は建

設工事全体の 40%と比較的高く，本工法の設計・施工手法の確立は建設工事全体への貢献となりうる。

2.4 杭工事における地盤汚染対策

2.4.1 杭工法の種類，用途

図 2-10 は建築基礎構造設計指針に示されている，主に施工方法による杭の分類である。既製杭は主

に鋼管杭と既製コンクリート杭で，施工方法は打込み工法，圧入工法および埋込み杭工法に分けられ

る。打込み工法は騒音・振動等の公害問題があるため，市街地における既製杭の施工方法は埋込み工

法が主流である。プレボーリング工法は，アースオーガーの先端から安定液を噴出させながら所定の

深さまで掘削し，根固め液に切り替えて所定量を注入し，杭周固定液を注入しながらアースオーガー

を引上げ，杭を建込む工法である。中掘り工法は，杭の中空部にスパイラルオーガーを挿入して掘削

し，土砂はオーガーの回転により地上部に排土しながら杭を沈下させ，根固め液を注入して所定の支

持力を発揮させる工法である。場所打ちコンクリート杭は，現場で造成される鉄筋コンクリート杭で，

地盤に所定の径，深さの穴を掘り，鉄筋を挿入したのちコンクリートを打設し築造する。場所打ち杭

は主に掘削方式によって種々の工法に分けられる。我が国では一般的にアースドリル工法，リバース

サーキュレーションドリル工法およびオールケーシング工法が採用される。
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図 2-10 代表的な杭の分類（日本建築学会，2004に一部加筆）

図 2-11 に土木研究所で実施した橋梁基礎に関する杭工法別使用実績を示す。この図から，打込み杭

が急激に減少し，埋込み杭，場所打ちコンクリート杭および深礎杭が年々増加しており，特に場所打

ちコンクリート杭は全体の 6割を占めることがわかる。建築基礎に関する使用実績のデータはないが，

市街地での施工が多い建築分野では，場所打ち杭の割合はさらに多いと考えられる。図 2-3 は平成 19

年に基礎建設協会が実施した会員会社に対する調査結果で，深礎工法を除く場所打ちコンクリート杭

の工法別の施工実績である。建築分野ではアースドリルが場所打ちコンクリート杭全体の 8 割以上採

用されている（平井・山下，2010）。この理由は，アースドリル工法が他工法に比べて経済的であるこ

とと，アースドリル方式による拡底杭の技術開発によるところが大きい。

拡底杭工法は，場所打ちコンクリート杭工法で掘削された杭の底部を拡大することによって，1 本の

杭でより大きな支持力を持たせることを目的として開発された杭工法で（図 2-12），平成 19 年の基礎

建設協会が実施した調査結果では，建築分野の 4 割以上で採用されている。土木分野では，比較的上

部構造の水平力を重視した設計であること，先端支持力だけを増大させる利点はそれほど大きくはな

いことなどから拡底杭は全く採用されていない（塩井，2008）。一方，土木分野では曲げや引張り力に

対する変形性能に優れている鋼管杭の採用が多い。鋼管杭は土木分野における需要が全体の 8 割程度

を占め，建築分野における需要は 1 割程度と少ない（田村ら，2000）。
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法が採用されている。

既製コンクリート杭については，場所打ち杭に比べて杭径が小さく，中層集合住宅（6 階建て以下）

の場合に優位性が見られるが，高層（7 階建て以上）になると 1 本の柱に複数の杭が必要となりフーチ

ングを含めた基礎構造全体のコストが割高となることが多いことから採用が 8 件と少ない。鋼管杭に

ついては過去 2 年で 0 件である。これは，中高層の RC 造集合住宅では，鉛直支持力を重視した設計と

なるため，鋼管杭の長所である変形性能が反映されにくいこと（田村ら，2000），施工方法として安価

で設計上支持力を大きくとれる打撃工法が，集合住宅の計画地のような市街地において採用できない

ことも理由として挙げられる。

図 2-13 杭工法の施工実績（㈱長谷工コーポレーション，筆者調べ）

2.4.3 自然由来の重金属等が存在する地盤への杭打設

ここでは，自然由来の重金属等の存在する地盤への杭の打設について考察する。図 2-14 に示すよう

に，自然由来の重金属等を含む土層の下に難透水層，その下の帯水層に支持層が存在する場合に，難

透水層を貫通して杭が計画される。杭は重金属等を含む土層と難透水層を貫通することになるが，杭

の貫通とともに重金属等を含む土壌や地下水が難透水層下部の帯水層に拡散することなく，また難透

水層の遮水性能が低下することのない適切な工法を選択し，適切な施工をしなければならない。

汚染土層とその下の難透水層を貫通する杭を設置する工法については，環境省『土壌汚染対策法に

基づく調査及び措置に関するガイドライン改訂版』（以下『調査・措置ガイドライン』）に，「要措置区

域内における土地の形質の変更の例外となる行為及び形質変更時要届出区域における土地の形質の変

更の届出を要しない行為の施工方法の基準」として，以下の施工方法が示されている。要措置区域や

形質変更時要届出区域においてはこの方法で杭の施工を行わなければならない。また自然由来特例区

域においてもこの施工方法に準じることとされている。

① 杭打設範囲の全体を囲むように遮水壁を設置し，基準不適合土壌及び地下水を掘削･揚水等によ

り除去した上で杭を打設する。（図 2-15-a）

深礎, 1件

PHC杭, 8件 鋼管杭,

0件

アースドリ

ル, 41件
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② 杭よりも一回り大きいケーシングを不透水層まで設置し，基準不適合土壌及び地下水を掘削・揚

水等により除去した上で杭を打設する。（図 2-15-b）

③ 杭よりも一回り大きいケーシングを不透水層まで設置し，ケーシング内に不透水層を構築した後，

杭を打設する。（ 図 2-15-c）

いずれの施工手順も通常の杭打設工事に比べ工事費の大幅な増額と，工期の延伸となる。また，図

2-15-b や図 2-15-c において準不透水層までの深さが 10 m を超える場合，内部の掘削の併用なしにケー

シングを設置することは実際には困難であることなど問題が多い。

土木研究所（2012）では，準不透水層を貫通することによる下部の帯水層への汚染の拡散防止対策

として，以下が示されているが，④以外は前述の『調査・措置ガイドライン』とほぼ同じ内容となっ

ている。

図 2-14 自然由来の重金属等を含む地盤に集合住宅を

建設する場合の概念図

図 2-15 形質の変更の届出を要しない行為の施工方法（環境省，2012）

敷
地
境
界

敷
地
境
界

支持層

汚染土壌
（自然的由来）

難透水層

a cb

自然由来の重金属等
を含む地盤
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① 杭施工部全体を遮水壁で囲む方法

② 不透水層の上位層の杭施工部を深層混合処理工法等で不透水性地盤に改良する方法

③ ケーシングと中掘施工による方法

④ 泥水圧で杭周縁への汚染地下水の侵入を防ぐ方法

2.4.4 廃棄物処分場跡地への杭打設事例および既往の研究

本研究が対象とする自然由来の重金属等を含む地盤とは異なるが，管理型廃棄物処分場として埋め

立てが行なわれた土地に基礎杭を打設した事例が報告されている（上野，2006；片山ら，2008；片桐，

2012）。東京港臨海道路建設（図 2-16）に伴い，厚さ約 12～13 m の廃棄物層とその下に遮水層が 20 m

以上堆積した地盤に基礎杭（鋼管杭）が計画された。ここでは，支持層が遮水層下部にあるため，杭

は粘性土層を貫通することになり，廃棄物の引き込みによる遮水層への移動や，杭と遮水層との間か

らの浸出水の遮水層への移動が懸念された。このような汚染拡散の防止を目的に，廃棄物を取り除い

た状態で杭を打設できるよう「三重管基礎杭工法」で施工されている（図 2-17）。

図 2-17 三重管基礎杭工法概念図（国土技術研究センターHP）

管理型廃棄物処分場の底面遮水層を貫通する基礎杭の打設が，底面遮水層の遮水性能に与える影響

については，多くの研究がなされている（たとえば Amatya et al, 2006）。嘉門ら（2005）は鋼管杭と粘

土地盤の境界面における漏水量，透水特性を評価し，杭打設による環境影響を評価するための実験的

http://www.nejinews.co.jp/news/photo/eid360.htm

図 2-16 東京湾臨海大橋（仮称）

（Fastening journal HP より引用）
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検討を実施し，その結果，粘土と金属面の空隙は粘土地盤が正規圧密状態，もしくは弱い過圧密状態

であれば粘土地盤の圧密変形により閉塞することを示した。したがって，底部遮水層である粘性地盤

に支持杭を打設した場合，その環境影響は許容できる水準であるとしている。菊池ら（2012）は廃棄

物層と遮水基盤を貫通するような杭を打設することが廃棄物を由来とする物質の処分場外への漏出に

及ぼす影響について，杭打設時と杭打設後の課題に分けて検討した。その結果，杭と粘土との境界面

の透水性は非常に低く，粘性土地盤から保有水の漏出の可能性はきわめて低いとした。また，地震時

の杭と地盤との剥離による保有水の拡散に及ぼす影響は小さいとした。さらに，漏出を低減できる工

法についても検討し，杭打設時に粘性土地盤の遮水性能への影響が少ないのは鋼管杭や PHC 杭の打撃

工法や中掘り工法および回転貫入工法であるとしている。

以上のことから，適切な設計・施工を行えば，杭の打設によって汚染物質を拡散させることはない

と考えられ，施工実績もいくつか存在する。しかしながら，地盤汚染が存在しない場合に比べ工事費

の大幅な増額と，工期の延伸が発生しているのが現状である。

2009 年の土壌汚染対策法の改正では，これまで法の対象外であった自然由来による重金属等を含む

土壌も法の対象となった。したがって，自然由来の重金属等を含む地盤であっても，基礎工事で掘削

した土砂は汚染土壌として法に則り適切に処理しなければならない。また，難透水層の遮水機能を損

傷させることなく，杭打設に伴い重金属等を下部帯水層へ拡散させないよう地下工事を実施し，重金

属等の拡散を防がなければならない。しかしながら，上述したような，廃棄物や高濃度の人為汚染を

対象とした対策工法が，比較的低い濃度の自然由来の重金属等を含む土壌に対して合理的であるとは

言い難く，土壌環境基準値を超過するものの低い濃度で万遍なく広く分布する自然由来の重金属等に

適した合理的な対策技術が急務である。特に，集合住宅の建設においては，鋼管杭や PHC 杭ではなく，

経済的で採用実績の多いアースドリル工法をベースとした重金属等の拡散防止対策技術の開発が望ま

れる。また，アースドリル工法による場所打ちコンクリート杭は，集合住宅だけでなく高層ビルなど

他の建築物にも採用されており，土木分野における採用も近年増加傾向にある（平井・山下，2010）。

本技術の開発は，建設工事全般の杭工事における合理的な地盤汚染対策技術の確立に寄与するものと

言える。

2.5 まとめ

本章では，我が国における，集合住宅の今後の立地動向と，民間資本による集合住宅建設における

根切り山留め工事と杭工事の特性について概説した。集合住宅の山留め工事の大部分が掘削深さ 4 m

以下であり，特に都市部の施工においては地下水流動の保全や軟弱地盤の沈下変形，地盤汚染対策の

点で浅層改良土自立山留め工法が優位性を持つことから，当該工法の設計・施工手法の確立が必要で

あることを示した。また，自然由来の重金属等を含む地盤への杭打設において，廃棄物や高濃度の人
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為汚染を対象とするのではなく，低濃度の自然由来の重金属等に適した合理的な拡散防止技術の開発

が急務であり，その場合，アースドリル工法を基礎とした重金属等拡散防止技術の開発が望ましいこ

とを示した。
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第3章

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

考察

3.1

浅層改良土自立山留め工法

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが

（図 3-1

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような
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我が国

である（堀場
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の山留め利用に関しても同様で，

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

章

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

概説

浅層改良土自立山留め工法

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが

1）。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

地盤汚染サイト（図

我が国の根切り山留め工事の

（堀場・石塚，

本の工事件数の 90%

の山留め利用に関しても同様で，

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

浅層改良土自立山留め工法は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

2-7）でも有効な山留め工法である。

図
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，1992）。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日
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は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

でも有効な山留め工法である。

図 3-1 浅層改良土自立山留め

94%が掘削深さ

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

以上と言われている小規模工事の情報は非常に少ない

の山留め利用に関しても同様で，10 m 程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。
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浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

性に優れ工期も短縮できるため，掘削深さが 3～4 m 程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

でも有効な山留め工法である。

浅層改良土自立山留め

が掘削深さ 10 m 以下であり，さらにその

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

以上と言われている小規模工事の情報は非常に少ない

程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

でも有効な山留め工法である。

浅層改良土自立山留め工法施工状況

以下であり，さらにその

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

以上と言われている小規模工事の情報は非常に少ない

程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

施工状況

以下であり，さらにその 60%

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

以上と言われている小規模工事の情報は非常に少ない（宮崎

程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

60%が掘削深さ

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

宮崎，1997）。地盤改良体

程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土

自立山留め工法に関する研究はなく，設計法についても確立されているとは言えない。

浅層改良による自立山留め壁の挙動と設計手法に関する

は，セメント系固化材による地盤改良体を自立させて山留め壁として利

用する工法で，工事条件によっては，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁などに比べて経済

程度の集合住宅の基礎工事で広く採用されている

。また，親杭横矢板壁や鋼矢板壁，ソイルセメント壁による従来の山留め壁が掘削深さの 2

倍程度の根入れ長を必要とするのに対して，浅層改良土自立山留め工法は根入れ長を小さく（0.5 m 程

度）することができ，難透水層の削孔や貫通によって汚染地下水が下部に拡散する恐れのあるような

が掘削深さ 5 m 以下

。一方で，報告されている事例は，いずれも中規模工事以上のもので，日

。地盤改良体

程度の大規模工事に関する研究は多くみられるが，浅層改良土
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例えば，地盤改良体を自立山留めとして利用する場合，改良体に作用する外力のつり合い条件から

破壊に対する安全性を求める設計手法がとられているが，この設計手法では変位に関する情報が与え

られないため，改良体および周辺地盤の変位量の予測や，近接構造物への影響評価ができない。また，

変位量の予測値が与えられない場合，施工中の計測管理が精度よくできないという問題もある。

また，不均質な地盤をトレンチャー式撹拌機などの浅層混合処理工法で低強度に改良した改良体の

強度のばらつきや引張り強度などのデータは少なく，不明な点が多い。浅層混合処理工法と深層混合

処理工法との違い，特にセメント系固化材と土との撹拌方式の違いは改良体の強度特性に影響する可

能性がある。

そこで本章では，まず浅層改良土自立山留め工法の従来の設計手法を概説し，その考え方と問題点

を整理する。次に，浅層混合処理工法で築造した改良体の強度特性を把握するとともに，掘削に伴う

改良体の挙動ならびに内部応力の実測値と，弾塑性有限要素法による解析値とを比較し，解析モデル

の妥当性を評価する。この結果をもとに有限要素法を用いた『浅層改良土自立山留め工法』のより合

理的な設計手法について考察する。

3.2 浅層改良土自立山留め工法の設計における課題

3.2.1 セメント系固化材による地盤改良

セメント系固化材による地盤改良工法には，改良する深さによって大きく深層混合処理工法と浅層

混合処理工法に大別することができる。両者の改良深度に関して明瞭な境界があるわけではないが，

一般には改良深度が地表面から数 m までの場合を浅層混合処理工法，それ以深の場合には深層混合処

理工法と分けられることが多い（北詰ら，1996）。セメント協会（2012）では，地表から 2~3 m までを

浅層混合処理工法としており，表層改良とも呼ばれる。浅層混合処理工法は施工機械によって，バッ

クホウ混合，スタビライザ混合およびトレンチャー式攪拌混合に分類される。深層混合処理工法は機

械式攪拌工法，高圧噴射式攪拌工法および機械式撹拌・高圧噴射式攪拌併用工法に分類されている。

本研究では，浅層混合処理工法のうちトレンチャー式攪拌混合工法を対象とする。

3.2.2 改良体の山留め利用の現状

地盤改良体の山留め利用に関する研究は 1980 年代に始まり，模型実験，FEM 数値解析ならびに現場

実証試験による検証が行われてきた（川本ら，1989；長谷川ら，1994；長宗我部ら，2003；野田ら，

1998；北詰ら，1995）。対象とする掘削深さはいずれも 10 m 前後で，改良体の築造方法は深層混合処

理工法である。表 3-1 に地盤改良体の山留め利用の観点で，既往の研究と本研究とを比較した。浅層

混合処理工法（トレンチャー式攪拌工法など）を用いた改良体を山留め利用する場合，必要な強度は
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数 10 から数 100 kN/m2程度であるが，これは深層混合処理工法（機械式撹拌工法）を用いた改良体の

強度に比べてワンオーダー小さい。また改良体の築造方法，すなわちセメント系固化材と土の撹拌方

法や対象となる地盤の状態も異なることがわかる。石炭灰を使用し，比較的低強度の改良体を山留め

として利用する研究事例は多くみられる（たとえば大石ら，1998）が，いずれも深層混合処理工法に

よる施工を想定しており，浅層混合処理工法により低強度の改良体を造成し，山留めとして利用する

事例は見あたらない。

表 3-1 地盤改良体の山留め利用に関する比較

既往の研究 本研究

掘削深さ 6 m ~ 13 m 3 m ~ 4 m 程度

対象地盤 比較的均質 比較的不均質

改良体の築造方法
（深層混合処理工法）

機械式撹拌工法

（浅層混合処理工法）

トレンチャー式攪拌工法

改良体の必要強度
数 100 kN/m2

～数 1000 kN/m2

数 10 kN/m2

～数 100 kN/m2

設計の考え方
改良体を

剛体とみなす

改良体の変形を考慮し最

適化を図る

3.2.3 従来の設計手法

深層混合処理工法を用いた改良体を山留め利用する際の一般的な設計手順（土木研究センター，2004）

を以下に示す。

1) 改良仕様の仮定

改良体の強度および改良体の諸元として，①改良体の高さ H，②改良体の幅 B，③改良体の設計基準

強度 quckを仮定する。設計基準強度は式(1)により設定する。

quck = Fs ∙ q
ca

ここに，

qca：改良体の許容圧縮応力度

quck：設計基準強度

Fs：安全率
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2) 外部安定の検討

図 3-2 に示す各荷重に対して以下に示す外部安定（滑動，転倒，支持力）を検討する。

① 転倒：改良体の自重 W および受働土水圧 Ppによる抵抗モーメント MRと，主働土水圧 Paに

よる転倒モーメント MAとの比（MR / MA）が(2)式を満足する。

�
�

�
� ：転倒安全率

② 滑動：改良体底面の摩擦抵抗 FHおよび受働土水圧 Ppと，主働土水圧 Paとの比{(FH + Pp）/ Pa }

が(3)式を満足する。

� �
� �

�
� � ：滑動安全率

③ 支持力：地盤の極限支持力 q と改良体の自重 W および受働土水圧 Ppによる地盤反力の最大

値 qmaxとの比（q / qmax）が(4)式を満足する。

�
� � �

� ：支持力安全率

q
max

q
min

=
V

B
∙ 1 ±

6e

B
e ≦

B

6
のとき ( )

q
max

=
2∙ V

3∙
q

min
= 0 e >

B

6
のとき ( )

ここに，

B：改良体の幅 ΣV：全鉛直力

d：合力の作用位置 e：偏心量（B/2 - d）

qmax：地盤反力の最大値 qmin：地盤反力の最小値

図 3-2 改良体に作用する外力
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3) 内部安定の検討

内部安定の検討では改良体に発生する内部応力（圧縮応力度，せん断応力度，引張り応力度）と改

良体の許容応力度を比較する。

① 圧縮応力度：地盤反力の最大値 qmax が許容圧縮応力度 qca を超えないことを確認する。

② せん断応力度：改良体内部に生じるせん断応力度の最大値が許容せん断応力度 a ( =0.5･

qca )を超えないことを確認する。

③ 引張り応力度：改良体内部に生じる引張り応力度の最大値 が許容引張り応力度 a ( =0.15･

qca )を超えないことを確認する。

3.2.4 浅層改良土自立山留め工法に従来の設計手法を適用する際の問題点

1) 改良体の強度・剛性

浅層改良土自立山留め工法の設計・施工手法については中村ら（2012）が検討を行っており，浅層

混合処理工法（トレンチャー式撹拌機械）で築造した改良体の変位は極めて小さく，山留め壁として

十分に安全であるとしているが，設計は基本的に深層混合処理工法の改良体を利用した従来の設計法

（土木研究センター，2004）に準じている。しかし，従来の設計法の考え方は，周辺地盤に比べて十

分に大きな強度を持つ改良体を地中深くに形成し，これを剛体とみなして安定検討を行うものであり，

前述した浅層改良体に求められる条件や特性に合致した設計手法とは言い難い。特に，浅層混合処理

工法を用いた改良体を剛体とはみなすことは検討の余地がある。

2) 改良体の変位予測

山留めの施工において，山留め壁および周辺地盤の変位量の予測は非常に重要である。施工計画時

には，隣接する周辺建物への影響を最小限に抑えるべく山留め壁の変位量を想定し，施工時には想定

変位と実測変位を比較し，山留めの安全性を把握しながら工事を進める，すなわち計測管理が重要で

ある（地盤工学会，2004）。従来の設計法は，外力の力のつり合いに所定の安全率を考慮して改良体の

形状や強度を決定しているため，変形量に関する情報は与えられない。つまり，改良体は安定してお

り，破壊することはないが，どれだけ変位するかが分からないため，周辺地盤や近接構造物に許容変

位量が規定されている場合（例えば，鉄道に近接する場合，軌道の許容変位量は水平・鉛直変位とも

に 10 mm 以下に設定されることが多い。）は適用できない。また，想定変位量が不明では施工中の計測

管理が正確にできないといった施工管理上の問題もある。

3) 改良体の築造方法と対象地盤

前述したように，都市部における浅い地盤は解体工事などの影響で不均質なことが多く，築造する

改良体の強度や剛性も不均質になることが想像できる。このような地盤において，トレンチャー式攪
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拌機で築造した改良体の強度のばらつきや（現場/室内）強さ比などに関する既往のデータは少なく，

不明な点が多い。改良体の築造方法では，トレンチャー式撹拌機が土とセメントを鉛直方向に混合し

改良体を築造するのに対し，深層混合処理工法（機械式撹拌工法）は撹拌翼が水平回転し円柱状の改

良体を築造する。このように，撹拌方式が異なるにもかかわらず深層混合処理工法の設計手法に準拠

することにも検討の余地がある。

3.3 現場調査と有限要素法による検証解析

本節では，浅層混合処理工法（トレンチャー式撹拌工法）を用いて築造した改良体の圧縮強度とそ

のばらつき，引張り強度および変形係数を把握し，深層混合処理工法を用いて築造した場合と比較検

証した。改良体の形状・強度は従来の設計手法に準拠して設計した。また，掘削に伴う改良体の変位

量ならびに改良体の内部応力を実測し，弾塑性 FEM 数値解析（以下，FEM 解析）による解析値と比

較することで，解析モデルの適用性を評価した。

3.3.1 解析概要

地盤を対象とした有限要素法による解析には，地盤を弾性体と見なし荷重に応じた一義的な変形量

を求める線形弾性解析と，地盤を弾塑性体と見なし土の降伏後における塑性変形を表現できる弾塑性

解析，さらに，二次圧密領域における長期沈下問題など時間依存性挙動を考慮できる弾粘塑性解析が

ある。本研究では，土の降伏後における塑性変形を考慮するため，弾性解析ではなく弾塑性解析を用

いるのが適切と言える（太田・松下，2008；地盤工学会，2012）。一方，本研究が対象とする浅い山留

めでは，掘削から埋戻しまで 1~2 か月と短期間であり，時間依存性挙動を考慮しないため弾粘塑性解

析の必要はないと考えられる（小林，1990）。また，従来の設計手法では，土をモール・クーロンの破

壊規準に従う材料として強度定数 c および  を用いることから，比較を容易にするため本解析ではモ

ール・クーロンの破壊規準に従う弾完全塑性モデルを採用した。

3.3.2 現場適用事例

実現場への適用は，現場 A（大阪市），現場 B（神戸市），現場 C（東大阪市）および現場 D（門真市）

の 4 カ所で実施した。それぞれの現場の地盤条件，解析パラメータおよび改良体の形状を図 3-3 に示

す。解析パラメータは事前に実施した標準貫入試験の N 値，一軸圧縮試験の E50，qu，液性・塑性限界

試験の Ip をもとに設定した。本解析で対象とするひずみレベルは概ね 1×10-4~1×10-3 であり，これは

日本建築学会（2001）や鉄道総合技術研究所（2012）が対象とするひずみレベルに近い。したがって，

変形係数 E については日本建築学会（2001）より，粘性土は E=E50，砂質土は E=1,800N（700N と 2,800N

の中間値）とした。これらは鉄道総合技術研究所（2012）における変形係数の推定式，E=E50，E=2,000N
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に比較的一致する値である。ポアソン比については，砂質土は，粘性土は地盤工学会（）を

参照し Ipをもとに算出した。粘着力 c について，砂質土は 0，粘性土は c=0.5quとした。内部摩擦角 に

ついて，粘性土は 0，砂質土は とした。なお解析モデルについては後述する。

いずれの現場においても改良体の築造はトレンチャー式撹拌工法とし，セメント系固化材の混合は

粉体混合方式とした。

図 3-3 柱状図，改良体形状および解析パラメータ

3.3.3 改良体の強度特性と施工性能

1) 圧縮強度
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の推定値および現場 D における 28 日強度の深度方向への分布を示す。7 日強度は，強度増加率（28 日

強度/7 日強度）を 1.5 として算出した（土木研究センター，2004；セメント協会，2012）。なお，現場
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D での掘削着手は改良体築造後

現場 B の深度

計基準強度を超えた。

ずれも深層混合処理工法

度であった

での掘削着手は改良体築造後

の深度 4 m 付近で設計基準強度

計基準強度を超えた。

深層混合処理工法

であった。

現場

V：変動係数

d：(現場/室内）強さ比

225
-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0
0

深
度

(m
)

一軸圧縮強さ

290

-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0
0

深
度

(m
)

一軸圧縮強さ（

での掘削着手は改良体築造後 1

付近で設計基準強度

計基準強度を超えた。改良体の一軸圧縮強さの

深層混合処理工法の一般的な値（

現場

：変動係数 (%)

室内）強さ比

225

500 1000

一軸圧縮強さ （kN/m

290

500 1000

一軸圧縮強さ（kN/m

1 カ月を予定していたため，一軸圧縮強さは

付近で設計基準強度（quck

改良体の一軸圧縮強さの

の一般的な値（日本建築センター

図 3-4

表 3-2 トレンチャー式撹拌機の施工性能

A B

34.7 35.4

1.05 0.56

1500 2000

kN/m2）

現場A

1500 2000

kN/m2）

現場C

36

カ月を予定していたため，一軸圧縮強さは

uck = 250 kN/m2

改良体の一軸圧縮強さの変動係数と（現場

日本建築センター

改良体の一軸圧縮強さ

トレンチャー式撹拌機の施工性能

C

35.4 28.4

0.56 1.29

250

0 500

一軸圧縮強さ

180

0 500

一軸圧縮強さ（

カ月を予定していたため，一軸圧縮強さは

2）を満たさなかったが，それ以外は

と（現場/室内）強さ比を

日本建築センター，2006；土木研究センター

改良体の一軸圧縮強さ

トレンチャー式撹拌機の施工性能

D 平均値

35.4 33.5

0.94 0.9

1000 1500

一軸圧縮強さ （kN/m2）

現場B

1000 1500

一軸圧縮強さ（kN/m2）

現場D

カ月を予定していたため，一軸圧縮強さは 28 日強度を示している。

を満たさなかったが，それ以外は

室内）強さ比を

土木研究センター

トレンチャー式撹拌機の施工性能

平均値 深層改良

33.5 20

0.96 0.5

2000

2000

日強度を示している。

を満たさなかったが，それ以外は

室内）強さ比を表 3-2 に示すが，い

土木研究センター，2004

深層改良

20.0~45.0

0.50~1.00

日強度を示している。

を満たさなかったが，それ以外はすべて設

に示すが，い

2004）と同程



2) 引張り強度

現場 C

と一軸圧縮強さ

た。また，現場

これを引き抜いて供試体とし，この供試体を用いて材齢

齢 7 日の場合，

ことがわかった。なお，別地点によるサンプリングであるものの

qu7 = 7.04

供試体の養生方法（現場空中養生，日平均気温

3) 変形係数

変形係数は

圧縮強さ）から推定することが多い。低強度改良体の一軸圧縮強さと変形係数の関係，特に若材齢時

に関するデータは少ないため変形係数の設定は慎重に行う必要がある。

図 3-6
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3.3.4

現場 A

トとオートレベルで実測した。改良体頭部の変位の実測値と解析値を，

のケースで，実測値の絶対値は解析値の絶対値よりも小さくなった。水平変位についてはその挙動を

概ね再現できたと言えるが，鉛直変位の解析値は現場

改良体の変位については以下のように考えられる。掘削に伴うリバウンド量は掘削側と背面側とで

異なる（掘削側

頭部の変位は，リバウンドによる鉛直上向き変位と背面側への回転変位，ならびに背面

掘削側への水平変位と回転変位との和となる。ここで，
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卓越し，解析値，実測値ともに背面側への変位が

土水圧の影響が卓越し，掘削側への変位が見られたと考えられる。

地層構成や地下水

データの集積が必要である。

鉛直変位の解析値が過大であった原因として

析では 3

層ごとに一律に変形係数を設定するのではなく，地盤各部のひずみレベルに応じて変形係数を設定す

ることや

で解析するための補正

しかしながら，変位の

側の評価となっており

の設定等，

掘削に伴う改良体の挙動

A，B，C において，掘削に伴う改良体頭部の水平変位と鉛直変位を，それぞれ光波トランシッ

トとオートレベルで実測した。改良体頭部の変位の実測値と解析値を，
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において，掘削に伴う改良体頭部の水平変位と鉛直変位を，それぞれ光波トランシッ

トとオートレベルで実測した。改良体頭部の変位の実測値と解析値を，

のケースで，実測値の絶対値は解析値の絶対値よりも小さくなった。水平変位についてはその挙動を

概ね再現できたと言えるが，鉛直変位の解析値は現場 C

改良体の変位については以下のように考えられる。掘削に伴うリバウンド量は掘削側と背面側とで

背面側）ため，改良体は背面側への回転挙動を示す。したがって，掘削に伴う改良体
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次元的応力分散が考慮できないことなどが考えられる（青木
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変形係数の異方性を考慮すること（堀田ら
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において，掘削に伴う改良体頭部の水平変位と鉛直変位を，それぞれ光波トランシッ

，図 10 に示す。すべて

のケースで，実測値の絶対値は解析値の絶対値よりも小さくなった。水平変位についてはその挙動を

を除き実測値に比べて過大であった。
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改良体の変位については以下のように考えられる。掘削に伴うリバウンド量は掘削側と背面側とで

背面側）ため，改良体は背面側への回転挙動を示す。したがって，掘削に伴う改良体
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改良体の挙動については，
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2) 温度補正方法

パイプひずみ計は，塩化ビニル管にひずみゲージを設置したものである。そのため，塩ビ管の線膨

張係数とひずみゲージの線膨張係数の違いにより，力を与えていない場合においても温度影響による

ひずみ（見かけのひずみ）が発生する。したがって見かけのひずみから温度影響によるひずみを差引

き，実際のひずみを求める，すなわち温度補正が必要である。パイプひずみ計を山留め壁内部に設置

した場合も同様に温度補正が必要となる。

a) 塩化ビニル管に設置したひずみゲージの温度補正

パイプひずみ計を改良体に設置する前に，パイプひずみ計に力を与えない状態でインターバル計測

を１か月程度行った。そこで各ひずみゲージと温度計のデータの相関性を捉え，塩化ビニル管の線膨

張係数とひずみゲージの線膨張係数の違いに起因する測定誤差を補正した。塩化ビニル管の線膨張係

数をb，ひずみゲージの線膨張係数をg，温度補正係数をbgとすると， � � � � で表される。計

測値 d と実ひずみ量，温度変化T の関係は，

� � � �

となる。改良体の内部応力を求めるために必要なひずみ量は，

� �

で求めることができる。インターバル計測時（= 0）の測点の温度と見かけのひずみ d の相関の一例

を図 3-9 に示すが，ここでは温度補正係数 bgは－6.2472 /℃となる。このように求めた各測点にお

ける温度補正係数を表 3-4 に示す。ここで，ゲージ A-2-OUT の R-2 乗値が 0.0423 と相関性が低かった

ため，計測時のデータを確認したところ温度変化とひずみ量の関連性が認められなかった。計測時の

ひずみ量，温度の記録ミス，局所的な温度変化の発生など，測定に何らかの不具合があったと考えら

れる。

b) 改良体に設置したパイプひずみ計の温度補正

パイプひずみ計と改良体が理想的に固結し，温度影響による伸縮量が同じである場合，パイプひず

み計と改良体の線膨張係数の違いによりパイプひずみ計にひずみが発生する。改良体の線膨張係数を

s，パイプゲージの線膨張係数をp，温度補正係数をspとすると，計測値 d と実ひずみ量，温度変化

T の関係は，

� � � �

となる。一例として，図 3-10 に掘削前（1/15~1/22）の測点 A-3 における温度とひずみ量の関係を示す。
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このグラフより，sp として－49.579が得られる。同様にして求めたsp を表に示す。

ここで，測点の値が他に比べて小さい理由として，測点は改良体底部に位置しており，改良体

とパイプひずみ計が十分に一体化していないことが考えられる。また，測点では R-2 乗値が 0.0686

と相関性が弱い。測点 B-1 の計測値を確認したところ，現場の作業時間内にひずみ量の急激な増減が

見られ，工事用車両や周辺での作業などによる外力が働いたと考えられた。これらの理由から，測点

A-4 および測点 B-1 は補正係数 sp の平均値 � � の算定から除外した。また，ゲージ A-2-OUT の R-2

乗値が 0.0423 と相関性が低かったにもかかわらず，測点 A-2 の R-2 乗値が 0.9821 と強い相関が見られ

た。この理由は，前述したように，計測時の何らかの不具合により相関性が低く評価されたものの，

実際には補正係数（bg =－1.5463）に近い値で強い相関があったものと考えられる。

図 3-9 温度－ひずみ分布図（B-3-OUT）

表 3-4 ひずみゲージと塩化ビニル管の温度補正係数

ゲージ名
補正係数bg

(℃)
R2 ゲージ名

補正係数bg

(℃)
R2

A-2-IN -9.8725 0.8808 B-1-IN -7.1143 0.9801

A-2-OUT -1.5463 0.0423 B-1-OUT -8.0775 0.9018

A-3-IN -8.4504 0.8845 B-2-IN -8.1701 0.7180

A-3-OUT -6.5912 0.8111 B-2-OUT -3.9859 0.8131

A-4-IN -7.7122 0.9544 B-3-IN -8.1910 0.8894

A-4-OUT -5.7610 0.9891 B-3-OUT -6.2472 0.8947

ゲージ名の IN は掘削側，OUT は背面側を示す。

y = -6.2472x + 67.789
R² = 0.8947
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図 3-10 温度と軸ひずみ量との相関（測点 B-3）

表 3-5 パイプひずみ計と改良体の温度補正係数

測点
補正係数sp

(℃)
R2 測点

補正係数sp

(℃)
R2

A-2 -48.544 0.9821 B-1 -11.022 0.0686

A-3 -49.069 0.9738 B-2 -53.839 0.9392

A-4 -79.204 0.9605 B-3 -55.013 0.9414

補正係数 � � の平均値 � � ℃

3) 計測データの処理

計測では，各測点において補正係数 bg にて温度補正後，掘削側と背面側のひずみ量データの平均

値を求めた。この値に対して，さらに � � にて温度補正をおこない，実際の軸ひずみ量とした。また，

軸ひずみ量に山留め壁の変形係数（135 MN/m2）を掛け合わせ，応力値とした。

4) 計測結果

図 3-11 に掘削に伴う軸応力の変化を示した。掘削は 2 日で完了した。軸応力は掘削に伴い B-2,3 で

は増加，背面側 A-2, 3, 4 はわずかに減少した。B-2 では掘削により 3 kN/m2程度の圧縮応力が増加し

その後圧縮応力の漸増が見られる。同様に B-3 でも掘削直後に 9 kN/m2程度の圧縮応力の増加とその後

の漸増が見られた。

図 3-12 に改良体内部の温度変化を示す。B-2，B-3 では掘削の翌日以降に急激な温度の低下がみられ

る。これは掘削により前面の土が除去され外気に近づいたことが原因と考えられる。また，外気に近

づくことで乾燥収縮が起こり，軸応力が漸増したと推察できる。

y = -55.013x + 1189.9
R² = 0.9414
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掘削終了時の鉛直応力度

実測値の算出は，初期土被り圧の解析値に鉛直応力の増加分の実測値をプラスした。解析値と実測値

はよく一致している。ここで

パイプゲージが追従していない可能性がある。

いことからもこのことが推察できる。なお，

機による外力が働いたと考えられるため，
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解析値の深度分布に実測値をプロットしたのが
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実現場における改良体の挙動と内部応力状態は，

で本節では，浅層改良土自立

を考慮した合理的な設計法の提案を目指し，

市の現場

は標準的である。

3.4.1

1) 解析モデル，境界条件

解析における地盤構成，有限要素メッシュ，改良体の形状等を

削部の中央を対称軸として掘削領域の半分をモデル化した。改良体，地盤ともに

用いている

倍，下方境界については掘削幅程度とした。境界条件として，側方境界は水平方向を固定，鉛直方向

を自由とし，下方境界は水平，鉛直方向ともに固定とした。

2) 構成則と要素特性

本解析では前

性モデルを用いた。解析に用いた土質パラメータは（

改良体の築造後約１カ月で掘削に着手したため，改良体の変形係数
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図 3-15
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図 3-5 28 日強度）よりそれぞれ
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同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を

局所安全率

ここに，

同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を

局所安全率 F は(4)式で求めた。

F =
2∙

ここに，



：土の内部摩擦角（°）

同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を

式で求めた。

2∙c∙ cos f + s

s1 -

1,3：主応力（

：土の内部摩擦角（°）

同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を

s1 + s3 ∙ sin f

s3

：主応力（kN/m2）

：土の内部摩擦角（°）

図 3-16
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同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を

c：土の粘着力（

：土の内部摩擦角（°） F：局所安全率

B
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B = 1.25 m

B

B
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16 局所安全率の分布

同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を
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：局所安全率
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局所安全率の分布

同様に改良体の幅を徐々に狭めたときの，改良体周辺地盤の応力状態の変化を図

）
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図 3-16 に示す。なおに示す。なお
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改良体幅が小さくなるにしたがって，局所安全率 F が 1.0 になる要素，すなわち降伏要素が広がっ

ている。B = 1.25 m では，改良体周辺の地盤は前趾部分の一部を残して降伏状態になっていることがわ

かる。このことから改良体幅がさらに小さくなると，改良体の全面および背面の降伏要素が連続し支

持力破壊すると推察できる。以上のことから，改良体は B=1.25 m までは自立するがこれよりもその幅

が小さくなると転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動を示すと考えられる。なお，改良体の剛性（変形

係数 E）を 30 MN/m2から 6,000 MN/m2 まで変化させても，発散現象が生じる改良体幅は同じであるこ

とを確認している。

図 3-17 は，3.2.3 に記載の従来の設計手法にもとづき算出した改良体幅 B と各破壊モード（滑動，

転倒，支持力）における安全率との関係である。安全率は前出の図 3-2 および(3.2)，(3.3)，(3.4)式より

算出した。支持力破壊が卓越しており，改良体幅が 1.3 m 付近で支持力の安全率が 1.0（支持力破壊が

起きる）となる。前述した，FEM 解析によって求めた結果（×印：B=1.25m）とよく一致する。

図 3-17 従来の設計における改良体幅と安全率の関係

3.4.3 内部安定の検討（改良体の強度）

1) 許容引張り応力度

改良体は圧縮に比べて引張り抵抗力が極端に劣り，特に本工法のように表層の不均質な地盤を低強度

に改良する場合，引張り強度を期待すべきではない。したがって内部安定の検討で改良体の許容引張

り応力度は 0 とする。ここでは FEM 解析により，改良体内部に引張り応力が発生する改良体幅を求め

る。図 3-18 に改良体幅を 2.3 m から徐々に小さくしたときの，後趾部の最小主応力3の分布状態を示

す。改良体幅が 1.7 m で後趾部（赤○印）に初めて引張り応力（3 = －4.77 kN/m2）が発生する。
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図 3-19
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図 3-18 改良体内部の最小主応力の分布
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2) 許容圧縮

従来の設計手法により設計基準強度

地盤反力度の最大値は，

quck = 1.5

次に FEM

kN/m2から徐々に小さくしたときの

する主応力差

強度 qu が低いほど

応力差の

盤を剛体と仮定しているが，実際に当工法で築造する改良体，底部地盤は剛性が低く，背面土水圧が

直接底部地盤に伝わらないことが考えられる。

図 3-21
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図 3-19 改良体後趾部に発生する最小主応力

従来の設計手法により設計基準強度 quckを求める。改良体の幅は

式より qmax = 122 kN/m

= 183 kN/m2となる。

解析により，改良体の設計基準強度

から徐々に小さくしたときの，改良体底部

を示す。なお変形係数

，改良体底部に発生する地盤反力度の最大値

は小さくなることがわかる。

盤を剛体と仮定しているが，実際に当工法で築造する改良体，底部地盤は剛性が低く，背面土水圧が

直接底部地盤に伝わらないことが考えられる。

の設計基準強度と安全率との関係を示す。
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3-21 改良体の設計基準強度と安全率の関係
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3.4.4

改良体の強度低減による影響について考察する。

と，改良体の強度を

2.3 m である。

C 点（改良体後趾部）の水平変位量は

の水平変位量は

位が抑えられていると考えられる

2 でそれぞれ

tan  = 3.5/2300

わずかではあるが転倒しにくい状況にあると言える

る理由は掘削によるリバウンドの影響

の分布を

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

性（安全率）が低下することはないと考えられる。

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は

変位とも

現場 C で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に

であり FEM

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

改良体の強度低減による影響

改良体の強度低減による影響について考察する。

と，改良体の強度を

である。

点（改良体後趾部）の水平変位量は

の水平変位量は CASE

位が抑えられていると考えられる

でそれぞれ ，

= 3.5/2300 で，

わずかではあるが転倒しにくい状況にあると言える

る理由は掘削によるリバウンドの影響

分布を図 3-23 に示す。ここで局所安全率

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

性（安全率）が低下することはないと考えられる。

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は

変位とも 1 cm 程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に

FEM 解析結果とよく一致した。（

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

CASE 1

C (10.6, 0.3)

改良体の強度低減による影響

改良体の強度低減による影響について考察する。

と，改良体の強度を 1,500 kN/m2

点（改良体後趾部）の水平変位量は

CASE 1 の方が小さい

位が抑えられていると考えられる

（反時計まわりを正とする）

で，CASE 1 の

わずかではあるが転倒しにくい状況にあると言える

る理由は掘削によるリバウンドの影響

に示す。ここで局所安全率

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

性（安全率）が低下することはないと考えられる。

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に

解析結果とよく一致した。（

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

CASE 1 改良体強度

(10.6, 0.3)

9 mm

改良体の強度低減による影響

改良体の強度低減による影響について考察する。

2とした CASE 2

点（改良体後趾部）の水平変位量は CASE

の方が小さい。剛性の小さい

位が抑えられていると考えられる。また，改良体底面（辺

（反時計まわりを正とする）

のほうが大きい。したがって，

わずかではあるが転倒しにくい状況にあると言える

る理由は掘削によるリバウンドの影響である。次に，

に示す。ここで局所安全率

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

性（安全率）が低下することはないと考えられる。

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に

解析結果とよく一致した。（表 3

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

図 3-22

改良体強度 150 kN/m2

B (9.4, 4.4)

A (9.7, 1.5)

51

改良体の強度低減による影響について考察する。図 3-22

CASE 2 について，掘削に伴う挙動を比較した。改良体の幅は

CASE 1 と CASE 2

剛性の小さい CASE 1

改良体底面（辺

（反時計まわりを正とする）とすると，

ほうが大きい。したがって，

わずかではあるが転倒しにくい状況にあると言える。なお，改良体が掘削側ではなく背面側に傾斜す

である。次に，CASE

に示す。ここで局所安全率 F が 1.0 となる要素，つまり降伏要素

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

性（安全率）が低下することはないと考えられる。

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に

3-3）このように，改良体の剛性を考慮した

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

22 改良体の挙動比較

(x , y)
x：掘削側が正，

 は改良体底面と水平面のなす角（左図）

(9.7, 1.5)

22 に改良体の強度を

について，掘削に伴う挙動を比較した。改良体の幅は

CASE 2 でほぼ同じであるが，

CASE 1 では，改良体自身の変形によって滑動変

改良体底面（辺 BC）の水平面に対する角度

とすると，CASE 1

ほうが大きい。したがって，の値を見る限り，

なお，改良体が掘削側ではなく背面側に傾斜す

CASE 1，CASE

となる要素，つまり降伏要素

のほうが発達しており，より支持力破壊に近い状態にあると言える。

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

次に，改良体および周辺地盤の変形に関して考察する。CASE 1 では，改良体

形しながら地盤を保持している様子が見てとれる。変形量は CASE 2

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

で変位を実測したが，水平変位の実測値は掘削側に 5 mm，鉛直変位の実測値は上向きに

）このように，改良体の剛性を考慮した

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

改良体の挙動比較

(x , y) は変位量（単位

：掘削側が正，y：上向きが正

は改良体底面と水平面のなす角（左図）

CASE 2

C (10.4, 0.3)

5 mm

に改良体の強度を 150 kN/m

について，掘削に伴う挙動を比較した。改良体の幅は

でほぼ同じであるが，B

改良体自身の変形によって滑動変

）の水平面に対する角度

1 が tan  = 4.1/2300

の値を見る限り，

なお，改良体が掘削側ではなく背面側に傾斜す

CASE 2 の改良体周辺地盤の

となる要素，つまり降伏要素

。以上のことから，改良体の形状

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

では，改良体はわずかに前傾し，変

CASE 2 に比べると大きいが，水平・鉛直

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお

，鉛直変位の実測値は上向きに

）このように，改良体の剛性を考慮した

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

は変位量（単位 mm）

：上向きが正

は改良体底面と水平面のなす角（左図）

改良体強度 1,500 kN/m

(10.4, 0.3)

5 mm

150 kN/m2とした

について，掘削に伴う挙動を比較した。改良体の幅は

B 点（改良体前趾部）

改良体自身の変形によって滑動変

）の水平面に対する角度を CASE

= 4.1/2300， CASE

の値を見る限り，CASE 1

なお，改良体が掘削側ではなく背面側に傾斜す

の改良体周辺地盤の

となる要素，つまり降伏要素の広がりは

以上のことから，改良体の形状

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

はわずかに前傾し，変

に比べると大きいが，水平・鉛直

程度と山留めとしては十分に安全で実現場に適用可能である。なお CASE 2 については

，鉛直変位の実測値は上向きに

）このように，改良体の剛性を考慮した FEM

計に適用することで，周辺地盤と改良体の変位変形量も含めた合理的な設計が可能である。

は改良体底面と水平面のなす角（左図）

1,500 kN/m2

B (10.3, 3.8)

A (5.5, 3.6)

とした CASE 1

について，掘削に伴う挙動を比較した。改良体の幅は

点（改良体前趾部）

改良体自身の変形によって滑動変

CASE 1，CASE

CASE 2 は

1 のほうが

なお，改良体が掘削側ではなく背面側に傾斜す

の改良体周辺地盤の応力状態

の広がりは CASE 2

以上のことから，改良体の形状

を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部安定（滑動，転倒，支持力）の安全

はわずかに前傾し，変

に比べると大きいが，水平・鉛直

については

，鉛直変位の実測値は上向きに 2 mm

FEM 解析を設



3.4.5

本節では，実現場を対象に

いて，ある改良体幅で転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動が見られた。この改良体幅は，従来の設計

手法で支持力の安全率が

析で表現できることがわかった。

内部安定の検討において，改良体の底部に発生する地盤反力度を

応力度とすることで，安全率を下げることなく設計基準強度を低減できる可能性が示された。また，

改良体に発生する主応力差の最大値を許容圧縮応力度に設定することで，さらに設計基準強度の低減

が期待できる。また，改良体の形状を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部

安定の安全率は低下しないことも示された。

以上の検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例とそのフローチ

ャート（

①

②

③

④

⑤

設計手法の提案

では，実現場を対象に

いて，ある改良体幅で転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動が見られた。この改良体幅は，従来の設計

手法で支持力の安全率が

析で表現できることがわかった。

内部安定の検討において，改良体の底部に発生する地盤反力度を

応力度とすることで，安全率を下げることなく設計基準強度を低減できる可能性が示された。また，

に発生する主応力差の最大値を許容圧縮応力度に設定することで，さらに設計基準強度の低減

が期待できる。また，改良体の形状を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部

安定の安全率は低下しないことも示された。

以上の検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例とそのフローチ

ャート（図 3-24）を以下に示す。

改良仕様（改良体の高さ，改良体の幅，改良体の設計基準強度）を仮定する。

外部安定については従来の設計手法にておこなう。滑動・転倒・支持力に関し所定の安全率

を確保できているか確認する。

内部安定の検討では，

許容圧縮応力度以下であることを確認する。また改良体の後趾部に引張り応力が発生してい

ないことを確認す

改良体や周辺地盤・

して所定の安全率を確保できているか確認する。

改良仕様を決定する。

CASE 1

図

設計手法の提案

では，実現場を対象に FEM

いて，ある改良体幅で転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動が見られた。この改良体幅は，従来の設計

手法で支持力の安全率が 1.0 となる改良体幅と概ね一致した。このような複雑な破壊モードも

析で表現できることがわかった。

内部安定の検討において，改良体の底部に発生する地盤反力度を

応力度とすることで，安全率を下げることなく設計基準強度を低減できる可能性が示された。また，

に発生する主応力差の最大値を許容圧縮応力度に設定することで，さらに設計基準強度の低減

が期待できる。また，改良体の形状を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部

安定の安全率は低下しないことも示された。

以上の検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例とそのフローチ

）を以下に示す。

改良仕様（改良体の高さ，改良体の幅，改良体の設計基準強度）を仮定する。

外部安定については従来の設計手法にておこなう。滑動・転倒・支持力に関し所定の安全率

を確保できているか確認する。

内部安定の検討では，FEM

許容圧縮応力度以下であることを確認する。また改良体の後趾部に引張り応力が発生してい

ないことを確認する。

改良体や周辺地盤・近接

して所定の安全率を確保できているか確認する。

改良仕様を決定する。

CASE 1 改良体強度

図 3-23 改良体周辺地盤の局所安全率の分布

FEM 解析を用いた設計を試みた。

いて，ある改良体幅で転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動が見られた。この改良体幅は，従来の設計

となる改良体幅と概ね一致した。このような複雑な破壊モードも

析で表現できることがわかった。

内部安定の検討において，改良体の底部に発生する地盤反力度を

応力度とすることで，安全率を下げることなく設計基準強度を低減できる可能性が示された。また，

に発生する主応力差の最大値を許容圧縮応力度に設定することで，さらに設計基準強度の低減

が期待できる。また，改良体の形状を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部

安定の安全率は低下しないことも示された。

以上の検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例とそのフローチ

）を以下に示す。

改良仕様（改良体の高さ，改良体の幅，改良体の設計基準強度）を仮定する。

外部安定については従来の設計手法にておこなう。滑動・転倒・支持力に関し所定の安全率

を確保できているか確認する。

FEM 解析により改良体内部の応力状態を算出し，主応力差の最大値が

許容圧縮応力度以下であることを確認する。また改良体の後趾部に引張り応力が発生してい

近接構造物の変位量を

して所定の安全率を確保できているか確認する。

改良体強度 150 kN/m2

局所安全率

52

改良体周辺地盤の局所安全率の分布

解析を用いた設計を試みた。

いて，ある改良体幅で転倒破壊を伴った支持力破壊の挙動が見られた。この改良体幅は，従来の設計

となる改良体幅と概ね一致した。このような複雑な破壊モードも

内部安定の検討において，改良体の底部に発生する地盤反力度を

応力度とすることで，安全率を下げることなく設計基準強度を低減できる可能性が示された。また，

に発生する主応力差の最大値を許容圧縮応力度に設定することで，さらに設計基準強度の低減

が期待できる。また，改良体の形状を変えず，内部破壊しない範囲で強度・剛性を低減しても，外部

安定の安全率は低下しないことも示された。

以上の検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例とそのフローチ
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図 3-24 設計手法の一例

3.4.6 設計・施工上の配慮

3.1 で述べたように底部地盤が地山ではなく，不均質で局所的に硬い層が存在しうる場合には，設計

者は，その地盤の剛性（変形係数）を高く設定して内部応力を評価するなど，安全側への配慮が必要

である。現場 C において，底部地盤の N 値は 14 であるが，不均質性に配慮して N 値 30 とした場合，

設計基準強度の増加は 5%程度であることを確認している。

また，改良体の強度を低減することでセメント系固化材の添加量が少なくなると，均一な混合が困

難となり，施工後の改良体強度のばらつきが大きくなると考えられる。設計者はこのことに配慮し，

配合設計において変動係数を適切に設定するとともに，施工者は施工品質の確保とデータの蓄積に努

める必要がある。

3.4.7 コストの評価例

浅層改良土自立山留め工法のコスト縮減効果については，中村ら（2012）が検証しており，土質条

件・地下水条件・敷地条件・鋼材流通単価などにより変化するものの、従来の山留め工法と比較して

概ね 10～20％のコスト縮減が可能であると報告している。表 3-6 に現場 A，B で当初予定していた工

法と浅層改良土自立山留め工法とのコストの概算比較を示す。現場 A では当初鋼矢板壁工法を予定し

ていたが，浅層改良土自立山留め工法に変更することによって 17%のコストダウンを実現している。

鋼矢板壁工法では基礎部分の埋戻し完了後に引き抜くこととし，リース期間を 60 日，標準的な損料も
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含めて材料費を計上している。現場 B においても当初計画の親杭横矢板壁工法からの工法変更によっ

て 12%のコストダウンを実現している。親杭横矢板壁工法では，H 型鋼は埋め置きとし，打設工事費

および横矢板の設置費を計上している。浅層改良土自立山留め工法では，地盤改良工事費，セメント

系固化材の材料費および管理試験費を計上している。管理試験費には，事前に行う配合試験や六価ク

ロムの溶出試験および掘削前の強度確認試験費を含んでいる。現場 A，B の地層構成および改良体の

形状は図 3-3 に示す。

しかしながら，現場 A，B ともに改良体の強度，断面形状は従来の設計手法にもとづいたものであ

る。今後，3.4.5 で提案する設計手法を適用し，改良体の強度と断面形状を設計することによって，固

化材量を低減することが可能でありコスト縮減率はさらに大きくなると期待できる。

表 3-6 従来の山留め工法と浅層改良土自立山留め工法とのコスト比較

現場 A 現場 B

当初計画

鋼矢板壁工法 100 親杭横矢板壁工法 100

鋼矢板材料費（リース費ほか） 41 H型鋼材料費（購入費） 62

鋼矢板打設費 36 H型鋼打設費 27

鋼矢板引抜き費 23 横矢板設置費 11

実施

浅層改良土自立山留め工法 83 浅層改良土自立山留め工法 88

地盤改良工事費 55 地盤改良工事費 65

固化材材料費（120 kg/m3） 17 固化材材料費（80 kg/m3） 14

管理試験費 11 管理試験費 9

コスト縮減率 △ 17 △ 12

※当初計画の工事費を 100 として比較

3.5 まとめ

本章では浅層混合処理工法を用いて築造した自立山留め壁の事例を対象として，改良体の強度特性

の調査，ならびに改良体の挙動と内部応力の実測値を FEM 解析値と比較検証することにより，弾塑性

FEM 数値解析モデルの実設計への適用性を示した。さらに FEM 解析を用いた『浅層改良土自立山留

め工法』の合理的な設計手法を提案した。得られた成果を以下に取りまとめる。

(1) 実現場において改良体の強度特性を調査したところ，浅層混合処理工法（トレンチャー式攪拌工

法）により築造した改良体の強度のばらつき（変動係数），（現場/室内）強さ比，引張り強度と一

軸圧縮強さの関係，および変形係数と一軸圧縮強さの関係は，深層混合処理工法（機械式撹拌工

法）と同等であった。

(2) 実現場において，掘削に伴う改良体の変位量を実測したところ FEM 解析値と概ね一致した。また，

改良体の内部応力についても実測値と FEM 解析値は精度よく一致した。掘削に伴う改良体の挙動

と内部応力状態は，FEM 解析で概ね把握できると言える。
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(3) FEM 解析による外部安定の検討において，支持力破壊が生じる改良体幅（支持力破壊の安全率が

1.0）は，従来の設計法とほぼ一致した。また，改良体の剛性が検討結果に与える影響は小さいこ

とがわかった。外部安定の検討において，従来の設計手法は FEM 解析とほぼ同様な結果を示すと

言える。

(4) FEM 解析による内部安定の検討において，従来の設計法は改良体底面に生じる地盤反力を過大に

評価しており，FEM 解析を用いて改良体内部の応力を算出し許容圧縮応力度を設定することによ

り，安全率を下げることなく改良体の強度を低減できる可能性が示された。

(5) これらの検討結果をふまえ，『浅層改良土自立山留め工法』の合理的な設計手法の一例として，従

来の設計手法による外部安定の検討と，弾塑性 FEM 数値解析による内部安定および変位量の検討

を提案した。
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第4章

重金属等の吸着機能を有する掘削安定液に関する基礎的

検討

4.1 概説

我が国の大都市のほとんどが比較的軟弱な沖積層上に発達しているため，都市部の中高層集合住宅

の建設では杭が必要となる。杭は軟弱な沖積層を貫通して下部の支持層に到達し，上部の建物を支え

る役割を持つが，この沖積層に地盤汚染が存在する場合に，杭工事による地盤汚染の拡散が問題にな

る。つまり，杭の施工によって，沖積層の汚染土壌や汚染地下水が支持層である下部帯水層に侵入し

汚染を広げてしまうことがないよう，何らかの対策が必要である。

1.2.3 で述べたように，大阪平野をはじめとして我が国の都市部の沖積層には，自然由来の重金属等

を含む土壌が存在することが知られている。自然由来の重金属等を含む土壌はこれまで土壌汚染対策

法の対象外であったが，2009 年の法改正で人為由来の汚染土壌と同様に法の対象として取り扱うこと

が定められた。したがって，今後，自然由来の重金属等を含む土壌が存在する地盤において，重金属

等を拡散させることなく杭を設けるための設計・施工手法の確立は，集合住宅の杭工事における急務

の課題である。

図 4-1 に示すように自然由来の重金属等を含む土壌・地下水の存在する地盤に杭を計画する場合，

杭は重金属等を含む土層とその下の難透水層を貫通して支持層に達する。このような杭の施工によっ

て重金属等を含む土層に存在する土壌・地下水を難透水層下部の帯水層に拡散させるおそれがある。

そのため，環境省（2012）は重金属等の拡散を防止する杭の施工方法をいくつか示しているが，2.4.3

で述べたように，いずれも大幅なコストアップと工期の延伸となる。また，難透水層が 10 m 以深に存

在する場合に現実的には施工が困難であるなど問題が多い。既往の研究では，鋼管杭や PHC 杭を打撃

工法や中堀り工法，回転貫入工法で施工することで，難透水層の遮水機能を損なうことなく，杭と粘

土との境界面の漏水の可能性も極めて小さいとしているものの，2.4.2 および 2.4.4 で述べたように，こ
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のような杭種と打設工法は，都市部における集合住宅建設では合理的とは言えず相当のコストアップ

が発生する。また，これらの対策工法は廃棄物や比較的濃度の高い人為原因による地盤汚染を対象と

しており，比較的低い濃度の自然由来の重金属等を含む土壌に対して合理的であるとは言い難い。低

濃度の自然由来の重金属等に適した，安価で必要最小限の効果が得られる工法・技術の確立が求めら

れる。

中高層集合住宅（7~15 階建て）の基礎杭工法については，地盤条件や上部構造にもよるが，一般的

に既製杭（鋼管杭，既製コンクリート杭）よりも場所打ちコンクリート杭，中でもアースドリル工法

が経済的で，最も多く採用されている。しかしながら，この経済的かつ採用実績の最も多いアースド

リル工法による場所打ちコンクリート杭が，汚染地盤に与える影響に関する研究は少ない。

そこで，本研究では，重金属等の拡散を防止し，経済性を有する場所打ち杭打設工法を見出すこと

を目的とする。まず，重金属等を含む地盤をアースドリル工法で掘削し場所打ち杭を構築する際，安

定液に重金属等が混入するが，このときの安定液による重金属等の吸着機能を明らかにした。また，

安定液の混和材として重金属等の吸着材を添加し，ヒ素，フッ素，鉛それぞれの濃度を基準値未満に

低減するための配合について検討を行った。これらの実験では，安定液にヒ素，フッ素，鉛を混合・

撹拌・ろ過し，ろ液の重金属等の濃度を測定した。吸着効果の評価は地下水環境基準値との比較によ

り行った。さらに本工法の実現場への適用に関して，安定液による重金属等の吸着機構を踏まえた安

定液の配合設計手法，施工管理手法ならびにコスト効果について考察した。

図 4-1 自然由来の重金属等を含む地盤に集合住宅を建設する場合の

概念図

敷
地
境
界

敷
地
境
界

支持層

汚染土壌
（自然的由来）

難透水層

自然由来の重金属等
を含む地盤
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4.2 安定液の重金属等吸着機能の検証

4.2.1 安定液に求められる機能

アースドリル工法は場所打ち杭の掘削工法の一つで，ドリリングバケットを回転させて地盤を掘削

し，バケット内部に格納した土砂を地上に排出する工法である（図 4-2）。孔壁は，表層部では表層ケ

ーシングを用い，それ以深は安定液で保護する。掘削完了後，所定の形状に製作された鉄筋かごを建

込み，トレミー管でコンクリートを打設し杭を築造する。安定液には対象とする地盤の性状に合わせ

てベントナイト系またはポリマー系が用いられる。安定液に求められる機能とこれに必要な性質を図

4-3 に示す。

アースドリル工法で地盤を掘削する際，孔壁の崩壊を防ぐために常に地下水位プラス 1～2 m 以上の

水頭差を維持する（地盤工学会，2004a）。そのため重金属等を含む土層の掘削過程では外部からの重

金属等の侵入は考えにくいが，安定液には掘削土に含まれる有害物質が混入する。この安定液を用い

て掘削を継続し粘土層を貫通したとき，粘土層下部の帯水層へ重金属等を漏出するおそれがある。一

方で，安定液に含まれるベントナイトや細粒土には重金属等に対する吸着能力を持つことが知られて

おり（Arnfalk et al, 1994; Naka et al, 2011；嘉門ら，2000；山岡ら，2005），漏出しても問題のない程度

まで重金属等の濃度が低減される可能性がある。もし安定液が，混入した重金属等を吸着し，その溶

出量が土壌溶出量基準値未満であれば，粘土層下部帯水層への重金属等の拡散は起こりにくいと考え

られる。よって本節では，安定液そのものが有する重金属等の吸着機能について実験的に検証した。

図 4-2 アースドリル工法による杭工事施工要領図（地盤工学会，2004a）

① 杭芯合わせ ⑤ 鉄筋かご建込み～トレミー建込み

② 掘削開始～安定液注入開始 ⑥ 二次孔底処理（ポンプリフト）

③ 表層ケーシング建込み～掘削完了 ⑦ コンクリート打込み

④ 一次孔底処理（底ざらい） ⑧ 表層ケーシング撤去～トレミー撤去



60

図 4-3 安定液の機能と必要な性質（日本建設基礎協会，2009）

4.2.2 実験方法

図 4-4 に示すように，ヒ素(As)，フッ素(F)，鉛(Pb)に対する安定液の吸着機能を検証するため，バッ

チ吸着試験および図 4-5 に示す API 規格（アメリカ石油協会）の加圧ろ過試験器を用いてろ過試験を

行った。ろ過試験は，泥膜によるろ過効果を模擬している。また，重金属等の混入による安定液の性

状の変化を確認するため，同時に安定液の品質管理試験を行った。実験手順を以下に示す。

安定液の品質管理試験

（pH，粘性，ろ過水量）

振とう

As, F, Pb 濃度測定
※2

ろ過試験

1, 5, 20 mg/L に濃度調整

遠心分離

･ろ過
※1

※1 環境庁告示第 46 号準拠

※2 As：水素化物発生原子吸光法 JIS K 0102 61.2

F ：流れ分析法 JIS K 0102 34.4

Pb：電気加熱原子吸光法 JIS K 0102 54.2

As, F, Pb 標準液

安定液(A, B, C)

ろ液 a ろ液 b

図 4-4 実験フロー

図 4-5 加圧ろ過試験器（地盤工学会 2004b）
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1） 安定液は一般に使用されている A ポリマー系安定液，B ベントナイト系安定液および大阪市内の

施工中現場でサンプリングした C 現場採取安定液の 3 種類を使用した。安定液 A, B は作液後 24

時間の養生を行った。安定液の配合を表 4-1 に示す。

2） 対象重金属等（As，F，Pb ）は原子吸光分析用の 1,000 mg/L 標準液（As2O3, F
-
, Pb(NO3)2 すべて和

光純薬工業製）を 1, 5, 20 mg/L の 3 水準の濃度になるように添加し，1 分間の振とうを行った。各

物質の相互作用を確認するために，2種混合溶液（As+F，As+Pb，F+Pb）および 3種混合溶液（As+F+Pb）

も作製した。

3） 安定液の振とうの 2 日後に，遠心分離（3000 rpm, 20 min）および 0.45 m メンブレンフィルターで

ろ過し，得られたろ液 a の As, F, Pb 濃度を測定した。検液の作製方法と濃度測定法を図 4-4 に示

す。

4） 安定液の振とう後，直ちに図 4-5 に示す加圧ろ過試験器を用いてろ過試験（ろ過圧 0.5 MPa，ろ紙

の保留粒子径 1 m）を行い，得られたろ液 b の As, F, Pb 濃度を測定した。

5） 安定液の品質管理試験は粘性，造壁性および pH の確認を行った。粘性は API 規格のファンネル粘

度計を用いて，500 ml の安定液が流出完了するのに要する時間(s)を計測した。造壁性は加圧ろ過

試験器でろ過試験（ろ過圧 0.3MPa，30 分間，ろ紙の保留粒子径 1 m）を行い，得られたろ過水量

(ml)を測定した。

表 4-1 安定液 A, B, C 成分表

安定液成分
A

ポリマー系

B

ベントナイト系

C

現場採取

ベントナイト（浅間#300）

CMC ( DKS ポリマー280)

分散剤（マーゼル SH）

pH 調整剤（ソーダ灰）

粘土分

1.5

0.3

0.1

0.1

0.0

8.0

0.05

0.1

0.1

5.0

5.0

0.2

0.1

0.1

1.5

単位%

4.2.3 実験結果と考察

表 4-2，表 4-3，表 4-4 に実験結果を，図 4-6, 図 4-7, 図 4-8 には重金属等ごとの吸着試験結果を

示す。A，B，C の各安定液ともに Pb 濃度の大幅な低減が確認された。線形軸ではろ液濃度を表示で

きないため，Pb 濃度のグラフのみ対数軸を用いた。ヒ素の濃度については概ね 10~50%程度まで低減

した。フッ素についてはほとんど濃度の低減は見られなかった。また，安定液の性状（ファンネル粘

性，pH，ろ過水量）については重金属等の混入による有意な変化は見られなかった。実験結果と考察

の詳細について以下に示す。
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表 4-2 吸着試験結果（安定液A：ポリマー系安定液）

CASE
安
定
液

重金属

重金属等の濃度 (mg/L) 安定液の性状

初期濃度 ろ液 a ろ液 b 粘性
pH

ろ過水量

(mg/L) As F Pb As F Pb (s) (ml)

A 1

Ａ

ポ
リ
マ
ー
系
安
定
液
（
新
液
）

As

1 0.50 - - 0.73 - - 31.7 10.6 8.0

A 2 5 1.04 - - 1.43 - - 31.6 10.6 8.0

A 3 20 6.14 - - 11.30 - - 31.4 10.5 8.4

A 4

F

1 - 0.9 - - 1.1 - 31.9 10.3 8.0

A 5 5 - 4.2 - - 5.1 - 31.8 10.5 8.4

A 6 20 - 17.1 - - 19.6 - 31.5 10.5 8.8

A 7

Pb

1 - - 0.01 - - 0.01 32.4 10.4 8.4

A 8 5 - - 0.06 - - 0.08 32.1 10.5 8.4

A 9 20 - - 0.27 - - 0.45 31.8 10.2 8.0

A 10

As, F

1+1 0.59 1.0 - 0.75 1.1 - 32.5 10.4 8.4

A 11 5+5 2.00 4.8 - 1.09 5.1 - 32.3 10.3 8.4

A 12 20+20 7.28 19.2 - 7.92 19.3 - 31.1 10.3 8.8

A 13

F, Pb

1+1 - 0.9 <0.01 - 1.2 0.17 32.3 10.2 8.4

A 14 5+5 - 4.4 0.02 - 5.1 0.18 32.2 10.3 8.4

A 15 20+20 - 17.4 0.48 - 20.3 1.22 31.9 10.0 8.4

A 16

As,Pb

1+1 0.89 - 0.39 1.03 - 0.10 32.8 10.3 8.4

A 17 5+5 2.68 - 0.28 3.99 - 0.22 32.4 10.2 8.8

A 18 20+20 12.70 - 0.49 15.40 - 0.72 31.4 10.0 8.4

A 19
As, F,

Pb

1+1+1 0.49 1.0 0.20 0.67 1.1 0.21 31.8 10.4 8.4

A 20 5+5+5 1.44 4.8 0.14 1.67 5.0 0.21 31.2 10.2 8.8

A 21 20+20+20 8.58 18.3 0.78 8.43 19.3 0.78 29.9 9.9 8.8

図 4-6 重金属等吸着試験結果（安定液 A）
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A 6

A 10

A 11

A 12

A 13

A 14
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(b) F 濃度

初期濃度 ろ液 a ろ液 b
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A 7

A 8

A 9

A 13
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(c) Pb 濃度
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表 4-3 吸着試験結果（安定液B：ベントナイト系安定液）

CASE
安
定
液

重金属

重金属等の濃度 (mg/L) 安定液の性状

初期濃度 ろ液 a ろ液 b 粘性
pH

ろ過水量

(mg/L) As F Pb As F Pb (s) (ml)

B 1

Ｂ

ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系
安
定
液
（
新
液
）

As

1 0.34 - - 0.37 - - 26.8 9.8 8.0

B 2 5 1.73 - - 1.98 - - 26.3 9.8 8.0

B 3 20 2.46 - - 3.48 - - 26.1 9.8 8.0

B 4

F

1 - 1.2 - - 1.3 - 26.2 9.7 8.0

B 5 5 - 4.1 - - 4.8 - 26.3 9.9 8.0

B 6 20 - 15.7 - - 17.0 - 26.1 9.8 8.0

B 7

Pb

1 - - 0.01 - - 0.01 26.7 9.8 8.4

B 8 5 - - 0.04 - - 0.02 26.8 9.6 8.4

B 9 20 - - 0.18 - - 0.13 26.9 9.2 8.4

B 10

As, F

1+1 0.35 1.3 - 0.33 1.5 - 27.2 9.6 8.4

B 11 5+5 1.41 4.7 - 1.48 5.0 - 27.6 9.7 8.0

B 12 20+20 11.20 15.7 - 10.30 17.1 - 27.1 9.6 8.0

B 13

F, Pb

1+1 - 1.3 <0.01 - 1.4 <0.01 27.4 9.7 8.0

B 14 5+5 - 4.3 0.03 - 1.9 0.01 27.3 9.7 7.6

B 15 20+20 - 14.1 0.15 - 16.4 0.17 26.5 9.0 7.2

B 16

As,Pb

1+1 0.33 - 0.04 0.32 - 0.02 27.4 9.5 8.4

B 17 5+5 0.94 - 0.04 1.32 - 0.04 27.1 9.7 8.0

B 18 20+20 4.50 - 0.12 4.26 - 0.10 26.9 9.4 7.6

B 19
As, F,

Pb

1+1+1 0.38 1.3 0.02 0.29 1.4 0.02 27.9 9.7 8.4

B 20 5+5+5 1.13 4.0 0.04 1.48 5.0 0.03 28.1 9.5 8.0

B 21 20+20+20 11.30 13.3 0.18 10.20 16.2 0.14 27.0 9.3 8.0

図 4-7 重金属吸着試験結果（安定液 B）
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表 4-4 吸着試験結果（安定液C：現場採取安定液）

CASE
安
定
液

重金属

重金属等の濃度 (mg/L) 安定液の性状

初期濃度 ろ液 a ろ液 b 粘性
pH

ろ過水量

(mg/L) As F Pb As F Pb (s) (ml)

C 1

Ｃ

現
場
採
取
安
定
液
（
施
工
中
安
定
液
）

As

1 0.38 - - 0.43 - - 22.7 11.7 18.2

C 2 5 0.23 - - 1.45 - - 22.8 11.8 18.2

C 3 20 2.17 - - 3.15 - - 22.6 11.8 18.2

C 4

F

1 - 1.2 - - 1.4 - 22.9 11.8 14.0

C 5 5 - 4.0 - - 5.0 - 22.8 11.8 14.4

C 6 20 - 14.4 - - 17.1 - 22.7 11.9 14.0

C 7

Pb

1 - - <0.01 - - <0.01 22.7 11.8 13.6

C 8 5 - - <0.01 - - <0.01 22.8 11.8 13.6

C 9 20 - - 0.08 - - <0.01 22.9 11.7 13.2

C 10

As, F

1+1 0.43 1.3 - 0.40 1.5 - 23.0 11.6 12.0

C 11 5+5 0.40 4.3 - 1.41 5.1 - 22.7 11.8 12.4

C 12 20+20 4.27 13.8 - 3.00 16.9 - 22.6 11.9 14.0

C 13

F, Pb

1+1 - 1.3 0.01 - 1.6 <0.01 22.8 11.8 12.8

C 14 5+5 - 4.2 0.01 - 5.0 <0.01 22.7 11.8 13.2

C 15 20+20 - 13.7 0.07 - 15.7 <0.01 22.7 11.6 13.2

C 16

As,Pb

1+1 0.35 - 0.02 0.40 - <0.01 23.0 11.8 12.0

C 17 5+5 0.78 - 0.04 1.02 - <0.01 22.8 11.8 12.0

C 18 20+20 3.31 - 0.10 2.51 - <0.01 22.8 11.6 12.0

C 19
As, F,

Pb

1+1+1 0.41 1.4 <0.01 0.40 1.9 <0.01 23.0 11.6 11.8

C 20 5+5+5 1.29 4.3 0.01 1.46 5.1 <0.01 22.8 11.5 13.2

C 21 20+20+20 6.02 15.5 0.06 6.07 19.3 0.01 22.6 11.2 12.8

図 4-8 重金属吸着試験結果（安定液 C）
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1) ヒ素

図 4-9 に安定液 A, B, C に含まれるベントナイトに対するヒ素（CASE A1~3, B1~3, C1~3）の吸着等

温線を示す。吸着量は初期濃度とろ液 a との差をベントナイト量で除して求めた。吸着特性を Henry

型として近似直線を描くと，直線の傾き（分配係数）は安定液 A, B, C で比較的近い値を示すことから，

ベントナイトによるヒ素吸着があったと考えられる。

ベントナイトによるヒ素吸着については次のように考えられる。安定液の pH はおおよそ 9～12 の値

をとるが，このときヒ素は亜ヒ酸イオン（H2AsO3
-
）やヒ酸イオン（HAsO4

2-
, AsO4

3-
）などの陰イオン

の形態で安定液中に存在する（McBride, 1994; 和田，2010）。したがって，ベントナイトの主成分であ

る層状ケイ酸塩鉱物とのイオン交換や，その結晶端面におけるイオン吸着反応は起きにくい（和田，

2008）。しかし，実験に用いたベントナイトには随伴鉱物として黄鉄鉱が含まれており，これが化学変

化し水酸化第二鉄となり（Singer and Stumm, 1970），亜ヒ酸イオンを吸着して難溶性となり沈殿した可

能性が考えられる。

ろ液 a の As 濃度はろ液 b の As 濃度よりも安定液 A で平均約 20%，安定液 B,C で平均 10%程度低く

なった。この理由は次のように考えられる。前述したような亜ヒ酸イオンと鉄の酸化物，水酸化物と

の反応は陽イオン交換反応のように瞬時には完了しない（日本粘土学会，2009）。振とう直後に行った

加圧ろ過試験器によるろ過によって亜ヒ酸イオンとベントナイトは分離されるが，ろ液 a の遠心分離・

ろ過は約 2 日後に実施したため，その間に亜ヒ酸イオンとベントナイトとの吸着反応が進み，溶出濃

度が低下したと考えられる。また環告 46 号方式によるろ過で用いたメンブレンフィルター（孔径 0.45

mm）と，API 規格による加圧ろ過試験で用いた定性ろ紙（保留粒径 1 m）の違いも影響したと考えら

れる（井上ら，2012）。

図 4-9 As 吸着等温線(CASE A1~3, B1~3, C1~3)
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2) フッ素

安定液 A,B,C ともに F 濃度の低減はわずかであった。これは，フッ素がアルカリ域において層状ケ

イ酸塩鉱物や水酸化鉄とは余り共沈しない（日本学術振興会，2012a）こと，本実験の安定液にはフッ

素の吸着に有効なカルシウム塩（和田，2002）がほとんど含まれていなかったことが原因であると考

えられる。ろ液 b の F 濃度はろ液 a の F 濃度よりも約 20%程度高くなったが，この理由はヒ素と同様，

フィルターの種類の違いが原因と考えられる。

3) 鉛

ろ液 aの Pb 濃度は，安定液 Aで< 0.01~0.78 mg/L，安定液 B で< 0.01~0.18 mg/L，安定液 C で< 0.01~0.10

mg/L となった。安定液 C においては，ろ液 b の Pb 濃度は全て地下水環境基準値（0.01 mg/L）以下と，

顕著な濃度の低下が見られた。安定液の pH がおおよそ 8～12 とアルカリ性を示していることから，鉛

は Pb(OH)3
-
の陰イオンの形態で安定液中に存在するため，ベントナイトの主成分である層状ケイ酸塩

鉱物とのイオン交換や，その結晶端面におけるイオン吸着反応は起きない。よって，鉛は難溶性の水

酸化物の沈殿物を生成したと考えられる（日本粘土学会，2009）。図 4-10 に安定液 A, B, C の pH と Pb

濃度の関係を示すが，いずれのケースでも，pH と鉛濃度とは負の相関が見られた。

安定液 B,C では CASE B15 を除いて，ろ液 b の Pb 濃度はろ液 a の Pb 濃度よりも低かった。鉛のイ

オン交換反応や，水酸化物の生成反応の反応時間は ms~min のオーダー（日本粘土学会，2009）であり，

ろ過試験前にこれらの反応は終わり，その後，溶出試験までに新たな吸着反応はおこり得ない。さら

に，前述したフィルター径の違いにもかかわらず，ろ液 a の Pb 濃度 > ろ液 b の Pb 濃度となったのは，

泥膜によるろ過機能が発揮されたと考えられる。

図 4-10 Pb の濃度と pH の関係
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4) 重金属等の共存による影響について

他の重金属等との共存による相互作用は，安定液 A, B, C ともに，フッ素，鉛が存在した場合にヒ素

の吸着量が抑えられる傾向が見られた。（図 4-11）一方で，Pb，F については共存する重金属等による

吸着量への影響は見られなかった。

図 4-11 As 吸着等温線（安定液 A, B, C）

4.3 吸着材の適用性の検討

4.3.1 吸着材の性能評価

前節では，アースドリル工法で一般に使用されている安定液が，ヒ素および鉛に対して吸着機能を

もつことを明らかにした。特に鉛に対しては（水酸化物の沈殿も吸着に含めると）高い吸着機能を有

しており，初期濃度が 1 mg/L 程度であれば土壌溶出基準値の数倍近くまで濃度低減が可能であること

が明らかとなった。さらに，泥膜のろ過機能により一定の濃度低下も期待できることがわかった。

本節では，安定液に添加し，ヒ素，フッ素および鉛の濃度を低減するための吸着材を検討する。吸

着材は重金属の不溶化処理に実績のある硫酸第一鉄(FeSO4)，酸化マグネシウム(MgO)，炭酸カルシウ

ム(CaCO3)，ゼオライト，水酸化アルミニウム(Al(OH)3)の 5 種類を選択し吸着性能の評価を行なった。

また，これらの吸着材の添加が安定液本来の機能（造壁性，粘性，pH）に与える影響についても検証

した。
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4.3.2 実験方法

重金属等 3 種（As，F，Pb）に対する吸着材の吸着機能を検証するため，バッチ吸着試験を行った。

また，吸着材の添加による安定液本来の機能の低下の有無を確認するため，安定液の品質管理試験も

実施した。実験手順を以下に示す。

1) 安定液はベントナイト系安定液を使用した。安定液の作液時の配合を表 4-5 に示す。

2) 安定液を 24 時間養生したのち，吸着材を重量比で 1%添加した。吸着材は，硫酸第一鉄（粉末，

主成分 FeSO4･7H2O），酸化マグネシウム（微粉末，主成分 MgO），炭酸カルシウム（微粉末，主

成分 CaCO3），ゼオライト（粒状，主成分 SiO2），非晶質水酸化アルミニウム（粉末，主成分 Al(OH)3）

とした。

3) 対象重金属等は As，F，Pb とし，原子吸光分析用の 1,000 mg/L 標準液をそれぞれ 5 mg/L の濃度

になるよう安定液に混合し，1 分間の振とうを行った。

4) 試料は 4.2.2.5)と同様に安定液の品質管理試験を行ない，表 4-6 に示す管理基準値を満足しない場

合には，分散剤等で性状の修正を行った。

5) 試料を環告 46 号方式に準拠して遠心分離・ろ過し，ろ液の As，F，Pb 濃度を測定した。濃度測

定法は，As および Pb は ICP 質量分析法，F は流れ分析法とした。

表 4-5 ベントナイト安定液の配合

安定液成分 配合率(%)

ベントナイト（浅間#300）

CMC (DKS ポリマー280)

分散剤（マーゼル SH）

pH 調整剤（ソーダ灰）

8.0

0.05

0.1

0.1

表 4-6 安定液の品質管理試験

管理項目 単位 管理基準値

ファンネル粘性

ろ過水量

pH

s

ml

-

20~40

15 以下

8~12

4.3.3 実験結果と考察

各重金属等に対する吸着試験結果を図 4-12 に示す。

硫酸第一鉄は安定液に添加し撹拌したところ著しくゲル化した。これは安定液中のベントナイトが
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鉄イオン（Fe2+）の混入により凝集状態になったためと考えられる。分散剤等による修正の効果もなか

ったため，安定液の混和材として適用不可と判断した。

ゼオライトは陽イオン交換能が高く（日本学術振興会，2012b），鉛の吸着を期待したが，安定液の

みのケースと比較して吸着効果は見られなかった。炭酸カルシウムについては鉛（伊藤，2012）やヒ

素（佐藤・五十嵐，2011），フッ素（和田，2002）の吸着を期待したが，ゼオライト同様に安定液のみ

のケースと比較して吸着効果は見られなかった。

酸化マグネシウムはヒ素，フッ素，鉛すべてをよく吸着し，フッ素と鉛の濃度が地下水環境基準値

を満足した。重金属の混入後にファンネル粘性が 52 s と一般的な安定液の品質管理基準値を超過した

が，再振とうすることによって流動性を取り戻した。なお，酸化マグネシウムを添加した安定液は他

のケースに比べて pH が 2 程度上昇した。

水酸化アルミニウムについても，フッ素と鉛の濃度が地下水環境基準値を満足した。安定液の性状

については，粘性とろ過水量がわずかに増加したものの，pH ともに初期値に比べて変化がなく良好で

あった。

以上のことから，酸化マグネシウムまたは水酸化アルミニウムを適切な濃度で安定液に添加するこ

とにより，安定液本来の機能を損なうことなく，掘削孔内に混入したヒ素，フッ素および鉛の溶出量

を基準値未満に低減しうることが示された。
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図 4-12 吸着材の性能試験結果
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4.4 安定液の配合設計手法の検討

4.4.1 自然由来の重金属等を含む地盤への適用の検討

前節では，安定液に吸着材（酸化マグネシウム，水酸化アルミニウム）を添加することで初期濃度 5

mg/L の鉛およびフッ素の溶出量を地下水環境基準値未満に，ヒ素については地下水環境基準の数倍程

度に濃度低減できることが示された。そこで本節では，自然由来の重金属等を含む土壌，すなわち溶

出量基準の 10 倍程度（門間，2013）を対象として，安定液に添加する吸着材の効果的な配合について

検討する。

4.4.2 安定液に溶出する重金属の濃度

アースドリル工法は安定液の孔内水位を地下水位プラス 1～2 m 以上に保ちながら掘削を行うため，

外部の重金属等を含む土壌や地下水が孔内に入ることは考えにくい。したがって，安定液には，掘削

土壌から溶出した重金属等のみ混入すると考えられる。そこで，掘削土壌から安定液への重金属の混

入について考察する。

図 4-13 にアースドリル工法による掘削手順を示す。まず，表層ケーシングの建込み予定深度（3 m

程度）まで掘削し（図 4-13-a），表層ケーシングを立て込んだ後，安定液を注入する（図 4-13-b）。そ

の後は，安定液の液面を一定に保ちながらドリリングバケツで掘削し地上へ排土，という作業を繰り

返す（図 4-13-c）。したがって，表層ケーシング以深の土壌は，掘削および地上への排土工程において

安定液と接触し，その体積比は杭長にもよるが，概ね 1：1 と考えられる。
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図 4-13 掘削土と安定液の体積比
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図 4-14 に重金属等を含む土壌と安定液の構成を示すが，このとき土粒子の乾燥質量 ms と間隙水の

質量 mw および安定液中の水の質量 mwsl は以下のように示すことができる。

ms=s･Vs (4.1)

mw=w･Vw =w･e Vs (4.2)

mwsl=sl･V (1-)=sl･Vs(1+e) (1-) (4.3)

ここで n を，間隙水と安定液中の水分との質量和( mw + mwsl )と土粒子の質量 msとの比と定義すると，

n = (mw + mwsl) /ms ={w･e +sl･(1+e) (1-)} / s (4.4)

となる。

ここで，

V：土の体積，Vs：固相の体積，Vw：液相の体積

mw：間隙水の質量，ms：土粒子の乾燥質量

mwsl：安定液に含まれる水の質量，

mb：ベントナイト等の乾燥質量，msl：安定液の質量，

：ベントナイト等の配合率＝mb / msl，

s：土粒子の密度，sl：安定液の密度，

e：間隙比＝Vw / Vs

この重金属等を含む土壌の溶出量値（環境庁告示第 46 号方式に準拠し液固比 10 で測定）を c0 (mg/L)

とし，安全側の仮定として，土壌からの重金属の溶出量が一定であるとすれば，安定液の液相濃度 c

は次式を満足する。なお地下水汚染はないものとする。

Vw

Vs 土粒子

水 mw

ms

V

土壌 安定液

mwsl
V

水

ベントナイト等

mb

msl

図 4-14 掘削土壌と安定液の構成
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10･c0 = n･c (4.5)

c = 10c0･s{w･e +sl･(1+e) (1-)} (4.6)

たとえば，c0 = 0.10 mg/L, e = 1.0,s= 2.65 t/m3 の重金属等を含む土層を sl= 1.05 t/m3 の安定液を

用いて掘削した場合，掘削完了時の安定液の液相濃度は，最大で c = 0.89 mg/L となる。これは元の土

壌の溶出量値 c0 の概ね 10 倍程度である。

4.4.3 実験方法

表 4-7 にバッチ吸着試験の実験条件を示す。対象重金属はヒ素，フッ素，鉛の 3 種類に，3 種混合溶

液を含めた 4 種類とした。各重金属の濃度は，それぞれ土壌溶出量基準値の 100 倍とした。これは，

自然由来の重金属等を含む土壌の溶出量値が概ね土壌溶出量基準値の 10 倍以内であり（門間，2013），

この土壌を含む地盤をアースドリル工法で掘削すると，前節で述べたように安定液の液相濃度が，最

大で土壌溶出量基準値の 100 倍程度になると想定している。

吸着材は 4.3.3 の実験結果から，酸化マグネシウムと水酸化アルミニウムの 2 種類とした。添加量は

対象重金属等がヒ素，鉛単独の場合は 0.5, 1.0, 2.0%の 3 水準とし，フッ素を含むケースについては 1.0,

2.0, 5.0%の 3 水準とした。安定液の種類は，表 4-1 に示す A ポリマー系安定液および B ベントナイト

系安定液の 2 種類とした。なお，本節の実験では安定液 A，B ともに粘土分を加えていない。また，

吸着材や重金属等の混入による安定液の機能の低下の有無を確認するため，表 4-6 に示す安定液の品

質管理試験も実施した。なお，濃度測定法は，As および Pb は ICP 質量分析法，F は流れ分析法とした。

4.4.4 実験結果とその考察

1) 安定液の品質管理試験

表 4-7 に示す CASE A-1～24 および CASE B-1～24 に対する安定液の品質管理試験（ファンネル粘

性，ろ過水量，pH）の結果を図 4-15 に示す。以下に品質管理項目ごとの実験結果と考察を述べる。

a) 粘性(ファンネル粘性)

安定液 A に MgO および Al(OH)3 を添加することによるファンネル粘性の変化は安定しており，全ケ

ースで 30 秒前後を推移した。一方で，安定液 B は CASE B-11（添加量 2%）でファンネル粘性が 48

秒と管理基準値を超過したため CASE B-6, B-12（添加量 5%）の試験は取りやめた。また，CASE B-24

（添加量 5%）のファンネル粘性も 45 秒と管理基準値を超過した。なお，CASE B-11 および CASE B-24

の安定液は試験後 6 時間静置したところ一旦ゲル化したが，振動を与えることによって流動性は戻っ

た。
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表 4-7 バッチ吸着試験・安定液品質管理試験の試験条件および試験結果

CASE
安定

液

吸着材 重金属等 安定液の液相濃度 安定液の性状

名称
添加量

(%)
名称

濃度

(ppm)

平衡濃度(ppm)
pH

温度

(℃)

粘性

(s)

22～40

pH

7.0～

10.5

ろ過水量

(ml)

≦20

備考

As F Pb

A-1

Ａ

ポ
リ
マ
ー
系
安
定
液

酸
化
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム

0.5 0.007 11.5 24.1 31.3 10.5 6.2

A-2 1.0 As 1 <0.005 11.8 24.4 31.0 10.6 6.8

A-3 2.0 <0.005 11.9 25.0 30.2 10.7 8.0

A-4 1.0 1.1 11.9 24.4 29.0 10.6 7.0

A-5 2.0 F 80 0.7 12.0 23.8 28.2 10.6 8.0

A-6 5.0 0.4 12.1 23.8 28.0 10.7 9.2

A-7 0.5 <0.005 11.8 23.1 29.7 10.6 7.0

A-8 1.0 Pb 1 <0.005 11.9 22.8 29.3 10.7 8.0

A-9 2.0 <0.005 12.0 22.7 29.0 10.7 8.4

A-10 1.0 <0.005 1.2 <0.005 12.0 22.3 28.5 10.6 8.0

A-11 2.0 As+F+Pb 1+80+1 <0.005 0.9 <0.005 12.0 24.5 28.1 10.7 9.0

A-12 5.0 <0.005 0.5 <0.005 12.2 23.9 28.0 10.8 9.2 ※1

A-13

水
酸
化
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム

0.5 0.041 9.1 23.9 28.9 9.2 8.0

A-14 1.0 As 1 0.016 8.8 23.3 28.7 9.0 8.4

A-15 2.0 0.015 8.5 23.8 28.6 8.5 9.0

A-16 1.0 16.5 9.0 23.3 28.0 9.1 9.0

A-17 2.0 F 80 3.8 8.6 23.3 27.9 8.8 9.2

A-18 5.0 0.5 8.3 22.7 27.3 8.1 11.0

A-19 0.5 0.018 9.1 23.5 29.1 9.3 9.0

A-20 1.0 Pb 1 0.012 8.8 23.4 29.0 9.0 9.6

A-21 2.0 0.009 8.5 23.2 28.9 8.6 10.4

A-22 1.0 0.029 19.2 0.013 9.0 23.3 28.0 9.1 10.0

A-23 2.0 As+F+Pb 1+80+1 0.010 4.2 0.008 8.6 23.2 27.7 8.8 10.2

A-24 5.0 <0.005 0.5 <0.005 8.3 23.4 27.6 8.2 10.8 ※2

B-1

Ｂ

ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系
安
定
液

酸
化
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム

0.5 0.030 10.8 24.6 28.6 10.7 7.6

B-2 1.0 As 1 0.014 11.1 24.4 29.4 10.7 7.6

B-3 2.0 0.010 11.1 24.1 30.8 10.9 9.7

B-4 1.0 1.8 10.9 23.6 27.1 10.7 7.2

B-5 2.0 F 80 0.6 11.4 23.5 27.8 10.7 7.6

B-6 5.0

B-7 0.5 <0.005 10.8 24.6 27.9 10.8 7.4

B-8 1.0 Pb 1 <0.005 11.5 24.1 27.4 10.9 8.0

B-9 2.0 <0.005 11.9 24.4 29.7 10.9 9.2

B-10 1.0 0.049 8.8 <0.005 10.7 24.1 28.5 10.7 7.8

B-11 2.0 As+F+Pb 1+80+1 <0.005 1.4 <0.005 11.8 24.4 48.0 10.8 8.1 ※3

B-12 5.0

B-13

水
酸
化
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム

0.5 0.147 8.9 24.3 30.1 9.1 7.6

B-14 1.0 As 1 0.036 8.7 24.7 30.2 9.6 7.7

B-15 2.0 0.014 8.5 24.8 32.0 8.9 7.1

B-16 1.0 15.9 8.9 24.2 27.7 9.4 7.6

B-17 2.0 F 80 6.6 8.6 24.5 27.6 9.2 7.9

B-18 5.0 1.0 8.3 24.5 28.2 8.9 7.9

B-19 0.5 0.013 8.8 24.0 27.9 9.3 7.4

B-20 1.0 Pb 1 0.008 8.7 24.0 27.1 9.1 7.8

B-21 2.0 <0.005 8.5 24.4 30.7 8.7 8.6

B-22 1.0 0.031 9.4 0.016 8.8 24.9 27.6 9.1 7.7

B-23 2.0 As+F+Pb 1+80+1 0.011 6.1 <0.005 8.6 24.7 27.8 9.3 9.2

B-24 5.0 <0.005 1.0 <0.005 8.3 24.5 45.0 8.5 9.8 ※4

※1：6 時間後 粘性 27.6s，※2：6 時間後 粘性 27.2s，※3：6 時間後 ゲル化，※4：6 時間後 ゲル化
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安定液 B で，吸着材の添加量の増加に伴って粘性とろ過水量が増大したのは，吸着材に含まれる金

属イオン（Mg2+や Al3+）の混入により安定液が凝集状態になったためと考えられる。ファンネル粘性

が管理基準値を超過したことから安定液 B，すなわちベントナイト系安定液への MgO の添加量は 2%

未満，Al(OH)3 の添加量は 5%未満とすべきであろう。一方で，ポリマー系安定液はベントナイト系安

定液に比べて金属イオンに対する耐凝集性を有しており（たとえば喜田，1977），吸着材の添加量の増

加に伴い粘性とろ過水量が増加するものの，管理基準値を超過することはなかった。

図 4-15 安定液の品質管理試験

b) 造壁性

造壁性はろ過水量を測定することで把握できる。MgO，Al(OH)3 ともに添加量が増えると，ろ過水量

が増加する傾向が見られた。このことから，MgO，Al(OH)3 ともに添加量が少ないほど造壁性が良いと

言える。しかしながら，MgO を 0.5~5%添加した場合，ろ過水量は 6~10 ml に分布し，Al(OH)3 を 0.5~5%
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添加した場合には，ろ過水量は 7~11 ml に分布した。いずれも良好な値であり，本実験条件において

は吸着剤の添加による造壁性への影響は小さいと言える。ただし安定液 A に Al(OH)3 を 5%添加した

CASE A-18 で急激なろ過水量の増加が見られたことから，安定液 A，すなわちポリマー系安定液に対

する Al(OH)3 の添加量は 5%程度を上限とすべきと考えられる。

c) pH

安定液 A, B とも，MgO の添加による pH の変化は小さく，pH 10~11 の間に分布した。一方で，Al(OH)3

の添加による pH の変化は比較的大きく，特に，安定液 A に Al(OH)3を 5%添加した場合，すなわち CASE

A-18，CASE A-24 で pH 8 と管理基準値の下限近くになった。

2) 吸着材の添加量と平衡濃度

図 4-16 に吸着材 MgO および Al(OH)3 の添加量と安定液 A の各重金属濃度との関係を示す。ヒ素に

ついてはフッ素，鉛との混合による影響は少なく，MgO，Al(OH)3 の添加量はそれぞれ 0.5%，2%以上

にすることでヒ素濃度を地下水環境基準値未満に抑えることができる。フッ素については MgO を添

加した場合にヒ素，鉛との共存による影響が見られ，MgO，Al(OH)3 の添加量はそれぞれ 2.5%，4%以

上にすることでフッ素濃度を地下水環境基準値未満に抑えることができる。鉛については，MgO を添

加した場合，全ケースで地下水環境基準値未満になった。Al(OH)3 を添加した場合，ヒ素，フッ素との

共存による影響は少なく，添加量を 2%以上にすることで鉛濃度を地下水環境基準値未満に抑えること

ができる。

図 4-17 に吸着材 MgO および Al(OH)3 の添加量と安定液 B の各重金属濃度との関係を示す。ヒ素に

ついてはフッ素，鉛との混合による影響は少なく，MgO，Al(OH)3 の添加量はそれぞれ 2%，2.5%以上

にすることで，ヒ素濃度を地下水環境基準値未満に抑えることができる。フッ素については MgO を添

加した場合にヒ素，鉛との共存による影響が見られ，添加量を 2.5%以上にすることで地下水環境基準

値未満に抑えることができる。フッ素に Al(OH)3 を添加した場合，ヒ素，鉛との共存による影響は見ら

れず，添加量 5%以下でフッ素濃度は地下水環境基準値を満足しなかった。鉛に MgO を添加した場合，

全ケースで地下水環境基準値未満になった。鉛に Al(OH)3 を添加した場合，ヒ素，フッ素との共存によ

る影響が見られ，添加量を 2%以上にすることで地下水環境基準値を満足した。

3) 安定液と吸着材の最適な組合せ

図 4-18，図 4-19 にそれぞれヒ素，フッ素の吸着等温線を示す。ヒ素，フッ素ともに Al(OH)3 よりも

MgO の吸着機能が高い。中でも安定液 A に MgO を添加したケースが最も吸着機能が高い。なお，鉛

に対しても，Al(OH)3 よりも MgO を添加したほうが吸着量は大きいことがわかった。
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図 4-16 吸着材添加量と重金属濃度【安定液 A】
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図 4-17 吸着材添加量と重金属濃度【安定液 B】
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図 4-18 As 吸着等温線

図 4-19 F 吸着等温線

4) 考察

a) 水酸化アルミニウムによる重金属の吸着について

Al(OH)3 は活性な表面水酸基を有しており図 4-20 に示す水酸化鉄と同様に，陽イオンである Pb2+や

陰イオンである F
-
や H2AsO3

-
, も吸着し表面錯体を形成する（和田，2010b）。ここで，Al(OH)3 を添加

した場合の安定液の pH は 8.1～9.6 を示しており，これは CASE B-14 を除き Al(OH)3 の電位ゼロ点で

ある 9.5~10.0（Hiemestra, 1987；日本粘土学会，2009）より小さい。このため，Al(OH)3 は正電荷を有

し，F
-
や H2AsO3

-
を吸着したと考えられる。CASE A-19～21 および CASE B-19～21 における Pb 濃度

と，4.2 の実験結果（表 4-2 の A-7 および B-7）と比較して，Al(OH)3 による鉛の濃度低減効果が見ら

れないことからも，鉛が難溶性の水酸化物を生成したことが示唆される。
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ポリマー系安定液を夏場に使用する場合，バクテリアによる変質対策として pH 9 以上にする必要が

ある（日本基礎建設協会，2009b）ことから，Al(OH)3 を添加する際には添加量を制限するか，アルカ

リ剤の使用を検討する必要がある。しかし前述したとおり，Al(OH)3 の電位ゼロ点は 9.5 であり，pH 9

以上にすることによってヒ素およびフッ素の吸着効果が低下する可能性があるため，実施工への適用

の際には注意を要する。

b) 酸化マグネシウムによる重金属の吸着について

MgO を添加した場合の安定液の pH は 10.5～11 を示しており，この値は MgO の電位ゼロ点である

12.4（MWH, 2005; Parks, 1965；福士，2008）よりも低い。このため MgO も正電荷を有しており F
-
や

H2AsO3
-
を吸着し表面錯体を形成すると考えられる。また MgO が水と反応して Mg(OH)2 に変化する際

にフッ素が取り込まれるとも考えられている（Booster et al, 2003; Maliyekkal et al, 2010）。鉛については

MgO による不溶化の機構が明らかになっていないが，pH 上昇による水酸化鉛の生成などが考えられて

いる（小嶋ら，2012）。

CASE A-1～12 では，実験時（MgO の添加直後）から濃度分析時（2 日後）までに，pH が 1 程度上

昇した。この理由は次のように考える。 式(4.7)に示すように，MgO は水溶液中で溶解し水酸化物イオ

ンを供給するため pH が上昇するが，その後式(4.8)に示すように過飽和状態になったマグネシウムイオ

ンと水酸化物イオンが水酸化マグネシウムイオンとして沈殿する（鈴木ら，2013）。

MgO + H2O ⇔ Mg2+ + 2OH
-

(4.7)

Mg2+ + 2OH
-
⇔ Mg(OH)2 (4.8)

しかしながら，ベントナイトの主成分であるスメクタイトの存在下では式(4.7), (4.8)の反応は酸化マ

グネシウムの濃度に依存し，酸化マグネシウムがスメクタイトの 10%以下では式(4.7), (4.8)の反応は起

こらないことが指摘されている（森下･和田，2014）。また，スメクタイトは，イオン交換等による pH

緩衝能をもつことが知られており，これらのことから，ベントナイトを多く含む安定液 CASE B-1～12

図 4-20 水酸化鉄鉱物表面への結合の模式図（和田2010b）
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では CASE A-1～12 に比べて pH の上昇が抑えられたと考えられる。

式(4.7), (4.8)の反応は遅く，日本学術振興会（2012a），森下･和田（2014）によると水酸化マグネシウ

ムの生成割合は 3 日で 75%，28 日で 92%と報告している。また，矢部ら（2011）は，式(4.7), (4.8)の反

応は約 8 時間と報告している。これらのことは，安定液作液後の養生時間が，吸着効果に大きく影響

する可能性があることを示しており，実施工への適用の際には注意を要する。

4.4.5 自然由来ヒ素含有土による検証実験

吸着材を添加した安定液による重金属等吸着機能を，現場で採取した土壌を用いて検証した。使用

した試料は表 4-8 に示す性状の自然由来のヒ素含有土である。安定液はポリマー系安定液とし，吸着

材は MgO と Al(OH)3，添加量は 4.4.4 の実験結果の図 4-16 より 0.5%と 2.0%の 2 水準とした。安定液

と試料土を体積比 1:1 で 1 分間の振とうの 2 日後に，遠心分離（3000 rpm, 20 min）および 0.45 m メン

ブレンフィルターでろ過を行い，得られたろ液の As 濃度を測定した。

表 4-9 に実験結果を示す。現場で採取した土壌においても Al(OH)3 よりも MgO の方が吸着機能は高

く，MgO 添加量 0.5%で安定液の As 濃度は地下水環境基準値未満に低減した。

表 4-8 試料土の性状等

測定項目 測定値

土壌溶出量 (mg/L)

自然含水比 (%)

土粒子の密度 (g/cm3)

0.028

32.7

2.652

表 4-9 実験結果

吸着材名 添加量 (%) As 濃度(mg/L)

MgO
0.5

2.0

0.007

< 0.005

Al(OH)3

0.5

2.0

0.015

0.005

4.4.6 まとめ

以上をまとめると，ベントナイト系安定液は吸着材の添加によりゲル化しやすいこと，水酸化アル

ミニウムは pH が 9 未満になり，夏場にバクテリアによる劣化の可能性があることなどから，実施工へ
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の適用の際の安定液と吸着材の組み合わせは，ポリマー系安定液に添加剤として MgO を 0.5~5%を添

加することが効果的であると考えられる。

4.5 安定液の設計手法・施工管理手法の考察

4.5.1 安定液の設計手法

1) 配合設計

ここでは，重金属等の拡散防止効果を有する安定液の配合設計について検討する。4.4 において，ア

ースドリルによる掘削では掘削土壌と安定液はおおよそ体積比 1:1 で接触することを示した。したがっ

てトリータビリティー試験における固液比は 1 とする。また 4.4 の結果から，安定液はポリマー系安定

液，吸着材は MgO で添加率は 0.5, 1, 2, 5%の 4 水準とする。溶出試験結果から，添加率－溶出量のグ

ラフを作成し添加率 d1 を算出する。安定液の転用回数を n 回（1≦n≦4）とし d1×n ≦ dnとなる dnを

吸着材の添加率とする。以上をふまえ，配合設計のフローチャートの一例を図 4-21 に示す。

4.4.4 で述べたとおり，酸化マグネシウムは水和反応により水酸化マグネシウムが生成するが，この

反応速度は遅く作液後の養生日数によって吸着効果が変動する可能性がある。したがって，実施工の

作業工程にあったトリータビリティー試験を行う必要がある。

2) 安全率について

アースドリル工法では一般的にドリリングバケットによる掘削から排土までの 1 サイクルは 10 分程

度であり，土壌はドリリングバケット内に収まったまま地上部に引き上げられるため，掘削土壌と安

定液とは十分に接触しているとは言えない。溶出試験における検液作成方法（毎分 200 回の振とうを 6

時間）に比べて接触時間は短く，接触面積も小さいことから，土壌から安定液への重金属の溶出量は

安定液作製

吸着材

（添加率 0.5~5.0%）

【溶出試験】

固液比 1：1

吸着剤の添加率 dn，転用回数 n の決定

土壌サンプリング

図 4-21 配合設計の一例
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溶出試験結果よりも小さいと考えられる。また，4.2.3 で述べたように安定液と地盤との間の泥膜には

一定のろ過機能をもつと考えられる。したがって，この 2 点については設計上の「安全しろ」と考え

ることができる。設計者はこれらを考慮したうえで，設計者は，吸着材の添加率を割り増しするなど，

安全率を設定する必要がある。

4.5.2 施工管理手法

1) 安定液の品質管理

当工法施工時には，安定液の品質管理試験の際に，対象となる重金属等の濃度を確認する必要があ

る。特に，重金属等を含む地盤を掘削したのち，非汚染地盤の手前で一旦掘削を中断し，安定液の液

相濃度が地下水環境基準値未満であることを確認することが最も重要である。分析の結果，重金属等

の濃度が地下水環境基準値未満であれば掘削を再開し，そうでなければ安定液の入替えや吸着材の追

加等の処置が必要となる。施工中の重金属等の濃度確認では，公定法による分析結果を待って施工を

進めることは現実的ではなく，また 4.2.3 で考察したようにサンプリングからろ過までのタイムラグに

よって濃度が低く評価される可能性があることから，迅速判定法（たとえば熱田，2010）の採用が望

まれる。

2) 安定液の処分

コンクリートを打設後，コンクリートに置き換わった安定液は回収槽にいったん貯留される。一般

に，この安定液は品質管理試験ののち修正処理を行ない，再度掘削に使用する。再度の使用に耐えな

いもの，および工事終了時には産業廃棄物として処分する。しかしながら，当工法の場合，吸着機能

の修正処理として吸着材の追加はゲル化の恐れがあるためすべきではなく，今のところ，配合設計に

設定した転用回数で廃棄処分すべきである。

4.5.3 コストの評価例

本工法のコストの評価例を表 4-10 に示す。モデルケースとして，杭径 2000 mm，杭長 30 m，重金

属等を含む土層厚 10 m（GL±0～10 m），難透水層層厚 7 m（GL-10～17 m），重金属は As, F, Pb が共存

し，溶出量は土壌溶出量基準値の 2, 5, 10 倍に設定した。また，4.4 の実験結果をふまえ，ポリマー系

安定液に 5%の MgO を添加し，この安定液を用いた 1 回の掘削で土壌溶出量基準値の 10 倍の As，Pb，

F 濃度が土壌溶出量基準値まで低下すると仮定した。工事費については，地盤汚染対策なしの場合の杭

一本当りの工事費を 100 として，他のケースの工事費を算出した。

土壌溶出量が基準値の 2 倍程度であれば，通常の施工と同様に安定液の 4 回の転用が可能と思われ，

工事費の増額は 3%程度である。土壌溶出量が基準値の 5 倍程度で，安定液の転用は 2 回に減り，工事

費の増額は 12%となる。土壌溶出量が基準値の 10 倍程度になり転用ができない場合でも，工事費の増

額は 30%程度で，現行の地盤汚染対策と比較しても大幅なコスト縮減となる。
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4.6 まとめ

汚染地盤をアースドリル工法で掘削し，場所打ち杭を構築する際，安定液に重金属等（ヒ素，フッ

素，鉛）が混入する。このときの，安定液による重金属等の吸着機能を明らかにした。次に，安定液

に吸着材を添加し，液相のヒ素，フッ素，鉛の濃度を地下水環境基準値未満に低減するための配合設

計手法について実験的に検討を行った。得られた成果は以下のとおりである。

(1) アースドリル工法で一般に使用されている安定液は，鉛に対する吸着機能が高いことがわかっ

た。吸着機能は，安定液に含まれるベントナイト量と，安定液の pH（8.5~12.0）の影響が大き

いと考えられる。

(2) ベントナイト系安定液に吸着材を添加することにより，ヒ素，フッ素に対する吸着機能を持た

せることが可能である。吸着材は MgO（添加量 2%以下），Al(OH)3（添加量 5%以下）であれば

適用可能である。

(3) ポリマー系安定液に吸着材を添加することにより，ヒ素，フッ素に対する吸着機能を持たせる

ことが可能である。吸着材は MgO（添加量 5%以下），Al(OH)3（添加量 5%以下）であれば適用

可能である。

(4) 自然由来程度（土壌溶出量基準の 10 倍以内）の重金属等を含む地盤（ヒ素，フッ素，鉛）であ

れば，安定液に適量の吸着材を添加することで，安定液本来の性能を保持しながら，重金属濃

度を地下水環境基準値未満に抑え，重金属等の拡散を防止しうることが示唆された。

(5) 当工法の工事費は，対象重金属等の種類，溶出量などから決まる添加材の量と安定液の転用回

数により変動する。しかしながら，杭の掘削工事費全体に占める安定液の割合はわずかであり，

重金属等の溶出量が基準値の 10 倍程度としても，工事費の増は 30%程度であり，現行の 2 重管

工法と比較するとコスト縮減効果は大きい。
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第5章

結 論

5.1 本研究の成果

本研究によって得られた成果を以下に示す。

第 1 章では，まず研究の全体像を示したのち，建設工事に伴う地盤環境問題として，周辺地盤の沈

下と変形，地下水流動阻害および地盤汚染について概説した。特に地盤汚染については過去に発生し

た土壌・地下水汚染の事例，土壌汚染対策法および自然由来の重金属等を含む土壌について概説し，

低濃度の自然由来の重金属等に適した，経済的な工法・技術の必要性を述べた。

第 2 章では，近年の集合住宅の立地動向から，集合住宅建設における地盤対策の必要性とその課題

を考察した。2007 年以降，人口減少が進む一方で都心回帰は継続している。したがって，今後の集合

住宅の建設は，郊外における新規開発ではなく，都市部における再開発事業や既存住宅，商業施設の

集合住宅への建て替えが主流になると考えられる。このことを踏まえて，都市部における集合住宅の

地下工事として，根切り山留め工事と杭工事のそれぞれについて，特徴とその技術課題について整理

した。根切り山留め工事では，浅層改良土自立山留め工法が低コストで工期短縮が図れるだけでなく，

地盤汚染，軟弱地盤並びに地下水保全の面で優れており，当該工法の設計施工手法を早急に確立する

必要があることを示した。杭工事では，新たに法の対象となった自然由来の重金属等を含む地盤への

杭打設を想定し，廃棄物や高濃度の人為汚染とは異なった合理的な重金属等の拡散防止対策が必要で

あり，その場合，集合住宅建設で最も経済的で実績のあるアースドリル工法をベースに検討を行うの

が望ましいことを示した。

第 3 章では根切り山留め工事における地盤対策として，『浅層改良土自立山留め工法』の設計手法に

ついて検討した。この工法は，深さ 3～4 m の浅い根切りを想定し，トレンチャー式撹拌機など浅層混

合処理工法で築造した改良体を自立山留め壁として利用する工法である。検討方法は，実現場におい

て，浅層混合処理工法を用いて築造した強度・剛性の低い改良体の強度のばらつきと強度特性を把握
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したのち，掘削に伴う改良体の挙動ならびに内部応力の実測値と，有限要素法による解析値とを比較

検証した。その結果，掘削に伴う改良体の挙動と内部応力状態は有限要素法によって概ね把握できる

ことがわかった。また，有限要素法の適用により，改良体と周辺地盤の変位を考慮した設計が可能で

あり，改良体と周辺地盤の剛性に応じた合理的な設計が可能であることが明らかになった。これらを

踏まえて，浅層改良土自立山留め工法の合理的な設計手法を提案した。

第 4 章では，自然由来の重金属等を含む土壌・地下水の存在する地盤に杭を計画する場合を想定し，

重金属等の拡散防止を図る工法について実験的に検討をおこなった。その結果，アースドリル工法で

用いる掘削安定液は鉛に対して高い吸着機能を有するが，ヒ素，フッ素に対する吸着機能は低いこと

が明らかになった。また，安定液に適量の吸着材を添加し適切な施工管理を行えば，安定液本来の機

能（造壁性，粘性および pH）を損なうことなく，ヒ素，フッ素，鉛に対して高い吸着機能を持たせる

ことが可能であり，自然由来程度の重金属等を含む土壌が存在する地盤であれば，この安定液の適用

により重金属等の拡散を防止できる可能性が示された。実施工への適用の際の安定液と吸着材の組み

合わせは，ポリマー系安定液に添加剤として酸化マグネシウムを 0.5~5%を添加することが効果的であ

ることが明らかになった。

5.2 集合住宅建設における合理的な地盤対策の設計への反映

本研究は，集合住宅建設工事における根切り山留め工事と杭工事を対象として，建設工事の実施に

伴う地盤問題の解決に有効な対策の提案を目的としている。集合住宅の山留め工事では，浅層改良土

自立山留め工法が従来の山留め壁工法に比べて経済的かつ工期短縮が可能とされている。また，従来

の山留め壁工法と異なり根入れがきわめて小さく，このことは地下水流動の保全や地盤汚染サイトに

おける底部遮水工の保護の面で有効である。しかしながら，その設計手法は確立されておらず経験的

に施工されてきたため，山留め壁（改良体）に関する安全性の検証がなされていないこと，改良体や

周辺地盤の変位予測ができないため，施工において計測管理が精度よくできないなどの問題をもつ。3

章で示した浅層改良土自立山留め工法の設計手法はこのような問題を解決し，安全性と経済性を兼ね

備えた，合理的な山留め工事の実現に寄与するものである。

杭工事における地盤汚染対策では，自然由来の重金属等を含む土壌の存在する地盤における重金属

等の拡散防止技術として，アースドリル工法の掘削安定液に重金属等を吸着させるための基礎的検討

を行った。2009 年の土壌汚染対策法の改正で対策が必要となった自然由来の重金属等を含む土壌を対

象とした杭打設工法の開発は進んでおらず，人為汚染と同様の対応が求められているのが現実である。

4 章の検討は，廃棄物や人為汚染とは異なり，濃度が低く均質に広がる自然由来の重金属等を含む地盤

を対象とした合理的な重金属等の拡散防止技術を目指すものであり，4 章に示した，重金属等の拡散防

止効果を有する安定液の配合設計手法や施工管理手法に関する成果は，これに寄与するものである。
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以上のように，本研究での成果は，都市部の地盤環境に適応した集合住宅建設において有効な手段

である。我が国では 2007 年を境に人口減少に転じ，その一方で，都心回帰は続いている。今後も都市

部で進められる市街地再開発事業や，高齢者の住みやすいコンパクトな街づくりにおいて集合住宅の

果たす役割は大きい。本研究で示した集合住宅建設における地盤対策技術は，都市部における地盤環

境の保全を前提とした社会基盤整備に貢献できると考える。

5.3 今後の課題

『浅層改良土自立山留め工法』については，弾塑性 FEM 数値解析を適用することで，改良体と周辺

地盤の変形量を考慮した合理的な設計が可能であることを示した。しかしながら，本論文では解析事

例が少なかったことから，今後，地盤構成，地盤定数などをパラメータ解析し地盤条件による改良体

の挙動の違いについて検証が望まれる。また，提案する低強度の改良体で現場実証試験を行ない，計

測データの集積と数値解析結果との比較分析により，本論文で提案する設計手法の妥当性を検証する

必要がある。さらに，地表部の不均質な地盤を低い強度で均質に改良する施工法の検討も必要である。

『重金属等の吸着機能を有する掘削安定液』については，室内試験データからその適用の可能性を

示したものであり，当工法の適用のためには，実現場における実証試験が必要である。実証試験では

自然由来の重金属等含有土との接触による安定液の重金属濃度の変化，安定液本来の機能（比重，造

壁性，粘性および pH）への影響およびコンクリート打設による安定液の劣化状況について，通常の安

定液と吸着剤を添加した安定液とで比較し，吸着材添加による影響の有無を明らかにしなければなら

ない。環境省『土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン』で，自然由来特例区域

における汚染の拡散防止のための施工方法として採用されためには，データの蓄積を継続し当工法の

設計施工手法の確立を図る必要がある。
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